
Ⅲ．金融政策決定会合における決定の内容 

 

１．金融政策運営に関する決定事項等 

 

（平成 25 年 10 月４日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（25 年 10 月４日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別  紙 

２０１３年１０月４日 

日 本 銀 行 

当面の金融政策運営について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 
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２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 

② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、本年末にそれぞれ 2.2 兆円、3.2 兆円の残高まで

買入れたあと、その残高を維持する。 

３．わが国の景気は、緩やかに回復している。海外経済は、一部に緩慢な動きもみら

れているが、全体としては徐々に持ち直しに向かっている。そうしたもとで、輸出

は持ち直し傾向にある。設備投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直している。

公共投資は増加を続けており、住宅投資も増加している。個人消費は、雇用・所得

環境に改善の動きがみられるなかで、引き続き底堅く推移している。以上の内外需

要を反映して、鉱工業生産は緩やかに増加している。企業の業況感は改善を続けて

いる。この間、わが国の金融環境は、緩和した状態にある。物価面では、消費者物

価（除く生鮮食品）の前年比は、０％台後半となっている。予想物価上昇率は、全

体として上昇しているとみられる。 

４．先行きのわが国経済については、緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、プラス幅を次第に拡大していくとみられる。 

５．リスク要因をみると、欧州債務問題の今後の展開、新興国・資源国経済の動向、

米国経済の回復ペースなど、日本経済を巡る不確実性は引き続き大きい。 

６．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。  

以  上 

（注）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩和」

を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内委員、

反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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（25 年 10 月 31 日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとし、別添の

とおり公表すること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

別  添 

２０１３年１０月３１日 

日 本 銀 行 

 

当面の金融政策運営について 

 

日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定会

合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増

加するよう金融市場調節を行う。 

 

以     上 
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（25 年 10 月 31 日決定） 

「経済・物価情勢の展望（2013 年 10 月）」の基本的見解を決定する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり決定すること。 

別  紙 

  ２０１３年１０月３１日 

日 本 銀 行 

経済・物価情勢の展望（2013 年 10 月） 

【基本的見解】1  

１．わが国の経済・物価の中心的な見通し 

（１）経済情勢 

わが国の景気は、緩やかに回復している。需要面をみると、輸出は持ち

直しつつもやや勢いに欠ける一方、個人消費をはじめ国内需要は堅調に推

移している。こうした内外需要を反映して、生産面では、鉱工業生産の増

加ペースが緩やかにとどまる一方で、サービスや建設など非製造業の活動

は強めに推移している。 

先行きは、内需が堅調さを維持する中で、外需も緩やかながら増加して

いくと見込まれ、生産・所得・支出の好循環は持続すると考えられる。こ

のため、わが国経済は、２回の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とそ

の反動の影響を受けつつも、基調的には潜在成長率を上回る成長を続ける

と予想される2。 

1 10 月 31 日開催の政策委員会・金融政策決定会合で決定されたものである。 

2 わが国の潜在成長率を、一定の手法で推計すると、見通し期間平均では「０％台半ば」

と計算されるが、見通し期間の終盤にかけて徐々に上昇していくと見込まれる。ただし、

潜在成長率は、推計手法や今後蓄積されていくデータにも左右される性格のものである

ため、相当幅をもってみる必要がある。 
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こうした見通しの背景にある前提は、以下のとおりである。 

第１に、日本銀行が「量的・質的金融緩和」を着実に推進していく中で、

金融環境の緩和度合いは一段と強まっていくと考えられる。すなわち、「量

的・質的金融緩和」のもとで、名目長期金利の上昇圧力は抑制されている

一方、予想物価上昇率は全体として上昇しており、実質金利は低下方向に

ある。銀行貸出残高の前年比は、緩やかにプラス幅を拡大している。この

ような緩和的な金融環境が民間需要を刺激する効果は、景気の改善につれ

て強まっていくと考えられる。 

第２に、海外経済については、４月の展望レポート時点の想定と比べる

と幾分弱めに推移しているが、国際金融資本市場が総じて落ち着いて推移

するとの前提のもとで、先進国を中心に、次第に持ち直していく姿を見込

んでいる。主要国・地域別にみると、米国経済については、緩和的な金融

環境が維持され、財政面の下押し圧力も次第に和らいでいくことなどを背

景に、回復テンポは徐々に増していくと予想される。欧州経済についても、

債務問題に伴う調整圧力は残るものの、家計や企業のマインド好転などに

支えられ、次第に持ち直していくと考えられる。中国経済については、当

局が構造調整を進めつつも、同時に景気下支え策を講じていく中で、現状

程度の安定成長が続くとみられる。一方、その他の新興国・資源国経済に

ついては、金融環境の引き締まり傾向もあって、当面、成長に勢いを欠く

状態が続く可能性が高い。 

第３に、公共投資は、既往の各種経済対策の効果に加え、新たに策定さ

れる予定の経済対策による追加の押し上げ効果も予想されることから、

2014 年度上期にかけて高水準で推移するとみられる。 

第４に、政府による規制・制度改革や今後見込まれる各種の企業向け減

税措置、企業による内外需要の掘り起こしなどもあって、企業や家計の中

長期的な成長期待は、緩やかに高まっていくと想定している。 
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以上を前提に、見通し期間の景気展開をやや詳しく述べると、2013 年度

下期については、海外経済が持ち直しに向かう中で、これまでの為替相場

の動きもラグを伴いつつ下支えとなり、輸出や鉱工業生産は緩やかながら

も増加していくと見込まれる。そうしたもとで、企業収益の改善に伴い設

備投資は持ち直しがより明確となるとともに、個人消費も雇用・所得環境

の改善に支えられて底堅く推移するとみられる。加えて、個人消費や住宅

投資では消費税率引き上げ前の駆け込み需要が発生するため、2013 年度下

期の成長率はかなり高めになると予想される3。2014 年度の成長率について

は、上期を中心に駆け込み需要の反動が出ることから、前年度に比べれば

かなり鈍化するとみられる。ただし、海外経済の持ち直しが明確となる中

で輸出が伸びを高めるほか、金融緩和や各種企業減税の効果などから設備

投資もしっかりとした増加を続けるため、潜在成長率を上回る成長は維持

されると考えられる。2015 年度についても、２回目の消費税率引き上げに

よる振れは予想されるが、生産・所得・支出の好循環は維持され、潜在成

長率を超える成長が続くと見込まれる。以上の見通しを７月の中間評価と

比べると、成長率は概ね不変である。 

（２）物価情勢 

消費者物価（除く生鮮食品、以下同じ）の前年比は、このところプラス

幅を拡大しており、最近ではゼロ％台後半となっている。 

物価上昇率を規定する主たる要因について先行きを展望すると、第１に、

マクロ的な需給バランスは、消費税率引き上げの影響による振れを伴いつ

つも、緩やかな改善傾向をたどり、見通し期間後半にかけて需要超過幅を 

拡大させていくと予想される。この間、労働需給の引き締まり傾向は明確 

3 消費税率の引き上げが年度毎の成長率に及ぼす影響を定量的に試算すると、2013 年度

＋0.3％ポイント程度、2014 年度－0.7％ポイント程度、2015 年度＋0.2％ポイント程度

となる。ただし、これらは、その時々の所得環境や物価動向にも左右されるなど不確実

性が大きく、相当な幅をもってみる必要がある。 
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となり、名目賃金にも次第に上昇圧力がかかっていくとみられる。第２に、

中長期的な予想物価上昇率については、「量的・質的金融緩和」のもとで、

実際の物価上昇率の高まりもあって上昇傾向をたどり、「物価安定の目標」

である２％程度に向けて次第に収斂していくと考えられる。こうした予想

物価上昇率の高まりは、企業や家計を含めた価格・賃金形成に徐々に浸透

していくとみられる。第３に、輸入物価については、国際商品市況や為替

相場の動きを反映して、当面は上昇要因として作用すると見込まれる。 

以上を踏まえ、消費者物価の前年比（消費税率引き上げの直接的な影響

を除くベース）の先行きを展望すると4、マクロ的な需給バランスの改善や

中長期的な予想物価上昇率の高まりなどを反映して上昇傾向をたどり、見

通し期間の後半にかけて、「物価安定の目標」である２％程度に達する可

能性が高いとみている。こうした見通しを７月の中間評価と比較すると、

概ね不変である。 

２．上振れ要因・下振れ要因 

（１）経済情勢 

上記の中心的な経済の見通しに対する上振れ、下振れ要因としては、第

１に、海外経済の動向に関する不確実性がある。米国経済については、新

型エネルギーの影響や財政問題の帰趨などによって、回復ペースが上下双

方向に変化する可能性がある。欧州経済については、当面は弱さが残る中

で、債務問題の今後の展開を含め引き続き注意が必要である。中国経済に

ついては、過剰設備や過剰債務といった構造問題の影響を巡って不確実性 

が高い。それ以外の新興国・資源国については、一部の国が経常収支赤字 

4 ２回の消費税率引き上げが物価に及ぼす影響について、税率の引き上げ分が現行の課

税品目すべてにフル転嫁されると仮定して機械的に試算すると、2014 年度の消費者物

価は 2.0％ポイント、2015 年度下期の消費者物価は 1.3％ポイント（2015 年度全体では

0.7％ポイント）押し上げられる。 
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など構造的な課題を抱えており、国際金融資本市場の動向と併せて、注視

していく必要がある。 

第２に、家計の雇用・所得動向がある。前述のとおり、これまでの景気

回復は、個人消費を中心とした堅調な国内需要が主導してきた。先行きも

国内需要が堅調さを維持していくためには、雇用・所得環境の改善が消費

を支えるという前向きの循環が持続することが重要である。この点、企業

収益が改善する一方、企業を取り巻く競争環境が引き続き厳しい中にあっ

て、労働需給の引き締まりや予想物価上昇率の高まりに伴い賃金が上昇し

ていくかどうか注視していく必要がある。 

第３は、消費税率引き上げの影響である。消費税は、消費一般に広く課

税する間接税であり、税率の引き上げは家計の実質可処分所得にマイナス

の影響を及ぼす。一方、①政府において各種の経済対策等が講じられる予

定であること、②消費税率引き上げは家計部門で以前から相応に織り込ま

れているとみられること、③財政や社会保障制度に関する家計の将来不安

を和らげる効果も期待されることなどから、消費へのマイナスの影響をあ

る程度減殺する力も働くと考えられる。消費税率引き上げの影響は、駆け

込み需要とその反動の規模も含め、その時々の所得環境や物価の動向によ

って変化し得るため注意が必要である。 

第４に、企業や家計の中長期的な成長期待は、規制・制度改革や税制改

正の今後の展開、企業部門におけるイノベーション、家計部門の所得環境

などによって、上下双方向に変化する可能性がある。また、やや長い目で

みれば、2020 年夏の東京オリンピック開催による押し上げ効果も期待され

る。 

第５に、財政の中長期的な持続可能性に対する信認が低下するような場

合には、人々の将来不安の強まりや経済実態から乖離した長期金利の上昇

などを通じて、経済の下振れにつながる惧れがある。一方、財政再建の道
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筋に対する信認が高まり、人々の将来不安が軽減されれば、経済が上振れ

る可能性もある。 

（２）物価情勢 

物価に固有の上振れ、下振れ要因としては、第１に、企業や家計の中長

期的な予想物価上昇率の動向について不確実性が高い。人々のインフレ予

想が、過去にみられた物価や賃金の緩やかな下落を反映して、なかなか高

まらない可能性がある一方、実際の物価や賃金の上昇率が高まっていく過

程で、予想物価上昇率が比較的早期に上昇する可能性もある。加えて、消

費税率引き上げに伴う幅広い品目の一斉の価格上昇が、人々のインフレ予

想に与える影響についても注意してみていく必要がある。 

第２に、マクロ的な需給バランスに対する物価の感応度についても不確

実性がある。企業が、厳しい競争環境が続く中でも、財・サービスや労働

の需給の引き締まりに応じて、価格や賃金を引き上げていくかどうか注意

が必要である。 

第３に、国際商品市況や為替相場の変動などに伴う輸入物価の動向や、

その国内価格への転嫁の状況についても、引き続き不確実性が高い。 

３．金融政策運営 

以上の経済・物価情勢について、「物価安定の目標」のもとで、２つの

「柱」による点検を行い、先行きの金融政策運営の考え方を整理する5。 

まず、第１の柱、すなわち中心的な見通しについて点検すると、見通し

期間の後半にかけて、日本経済は、２％程度の物価上昇率が実現し、持続

的成長経路に復する可能性が高いと判断される。 

次に、第２の柱、すなわち金融政策運営の観点から重視すべきリスクに 

5 日本銀行「金融政策運営の枠組みのもとでの「物価安定の目標」について」（2013 年

１月 22 日）参照。 
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ついて点検すると、中心的な経済の見通しについては、海外経済の動向な

ど不確実性は大きいものの、リスクは上下にバランスしていると評価でき

る。物価の中心的な見通しについても、中長期的な予想物価上昇率の動向

を巡って不確実性は大きいものの、リスクは上下に概ねバランスしている

と考えられる。より長期的な視点から金融面の不均衡について点検すると、

現時点では、資産市場や金融機関行動において過度な期待の強気化を示す

動きは観察されない。もっとも、政府債務残高が累増する中で、金融機関

の国債保有残高は引き続き高水準である点には留意する必要がある6。 

金融政策運営については、「量的・質的金融緩和」のもとで、実体経済

や金融市場、人々のマインドや期待など、好転の動きが幅広くみられてお

り、わが国経済は２％の「物価安定の目標」の実現に向けた道筋を順調に

たどっている。今後とも、日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現

を目指し、これを安定的に持続するために必要な時点まで、「量的・質的

金融緩和」を継続する。その際、経済・物価情勢について上下双方向のリ

スク要因を点検し、必要な調整を行う。 

 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

6 詳しくは「金融システムレポート」（日本銀行 2013 年 10 月）を参照。 
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（参考） 

   ▽2013～2015 年度の政策委員の大勢見通し 

――対前年度比、％。なお、＜  ＞内は政策委員見通しの中央値。 

 

実質ＧＤＰ 
消費者物価指数 

（除く生鮮食品） 

 
 消費税率引き上げの 

影響を除くケース 

2013 年度 
＋2.6～＋3.0 

＜＋2.7＞ 

＋0.6～＋1.0 

＜＋0.7＞ 
 

７月時点の見通し 
＋2.5～＋3.0 

＜＋2.8＞ 

＋0.5～＋0.8 

＜＋0.6＞ 

2014 年度 
＋0.9～＋1.5 

＜＋1.5＞ 

＋2.8～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.8～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

７月時点の見通し 
＋0.8～＋1.5 

＜＋1.3＞ 

＋2.7～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.7～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

2015 年度 
＋1.3～＋1.8 

＜＋1.5＞ 

＋1.6～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋0.9～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

７月時点の見通し 
＋1.3～＋1.9 

＜＋1.5＞ 

＋1.6～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋0.9～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

（注１）「大勢見通し」は、各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、最大

値と最小値を１個ずつ除いて、幅で示したものであり、その幅は、予測誤差などを踏まえた

見通しの上限・下限を意味しない。 

（注２）各政策委員は、既に決定した政策を前提として、また先行きの政策運営については市場の

織り込みを参考にして、上記の見通しを作成している。 

（注３）今回の見通しでは、消費税率が 2014 年４月に８％、2015 年 10 月に 10％に引き上げられる

ことを織り込んでいるが、各政策委員は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いた消費者

物価の見通し計数を作成している。 

（注４）消費税率引き上げの直接的な影響を含む 2014 年度と 2015 年度の消費者物価の見通しは、

税率引き上げが現行の課税品目すべてにフル転嫁されることを前提に、物価の押し上げ寄与

を機械的に計算したうえで（2014 年度：＋2.0％ポイント、2015 年度：＋0.7％ポイント）、

これを上記の政策委員の見通しに足し上げたものである。 

（注５）政策委員全員の見通しの幅は下表の通りである。 

――対前年度比、％。 

 

実質ＧＤＰ 
消費者物価指数 

（除く生鮮食品） 

 
 消費税率引き上げの 

影響を除くケース 

2013 年度 ＋2.6～＋3.0 ＋0.6～＋1.0 
 

７月時点の見通し ＋2.3～＋3.0 ＋0.4～＋1.0 

2014 年度 ＋0.5～＋1.6 ＋2.6～＋3.7 ＋0.6～＋1.7 

７月時点の見通し ＋0.4～＋1.5 ＋2.6～＋3.7 ＋0.6～＋1.7 

2015 年度 ＋1.2～＋2.0 ＋1.4～＋2.9 ＋0.7～＋2.2 

７月時点の見通し ＋1.2～＋2.1 ＋1.4～＋3.0 ＋0.7～＋2.3 

 

78



▽政策委員の見通し分布チャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）実質ＧＤＰ

（２）消費者物価指数（除く生鮮食品）

（注１） 上記の見通し分布は、各政策委員の示した確率分布の集計値（リスク・バランス・チャ
ート）について、①上位10％と下位10％を控除したうえで、②下記の分類に従って色分

けしたもの。なお、リスク・バランス・チャートの作成手順については、2008年４月の

「経済・物価情勢の展望」ＢＯＸを参照。

（注２） 棒グラフ内の○は政策委員の見通しの中央値を表す。また、縦線は政策委員の大勢見通

しを表す。

（注３） 消費者物価指数（除く生鮮食品）は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース。
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（25 年 11 月 21 日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（25 年 11 月 21 日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別  紙 

２０１３年１１月２１日 

日 本 銀 行 

当面の金融政策運営について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 
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② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、本年末にそれぞれ 2.2 兆円、3.2 兆円の残高まで

買入れたあと、その残高を維持する。 

３．わが国の景気は、緩やかに回復している。海外経済は、一部に緩慢な動きもみら

れているが、全体として緩やかに持ち直している。そうしたもとで、輸出は持ち直

し傾向にある。設備投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直している。公共投

資は増加を続けており、住宅投資も増加している。個人消費は、雇用・所得環境に

改善の動きがみられるなかで、引き続き底堅く推移している。以上の内外需要を反

映して、鉱工業生産は緩やかに増加している。この間、わが国の金融環境は、緩和

した状態にある。物価面では、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、０％台後

半となっている。予想物価上昇率は、全体として上昇しているとみられる。 

４．先行きのわが国経済については、緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、プラス幅を次第に拡大していくとみられる。 

５．リスク要因をみると、欧州債務問題の今後の展開、新興国・資源国経済の動向、

米国経済の回復ペースなど、日本経済を巡る不確実性は引き続き大きい。  

６．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。 

以  上 

 

（注）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩和」

を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内委員、

反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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（25年 12月 20日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（25年 12月 20日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件  

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別 紙 

２０１３年１２月２０日 

 日 本 銀 行  

当面の金融政策運営について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 
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② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、本年末にそれぞれ 2.2 兆円、3.2 兆円の残高まで

買入れたあと、その残高を維持する。 

３．わが国の景気は、緩やかに回復している。海外経済は、一部に緩慢な動きもみら

れているが、全体として緩やかに持ち直している。そうしたもとで、輸出は持ち直

し傾向にある。設備投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直している。公共投

資は増加を続けており、住宅投資も増加している。個人消費は、雇用・所得環境が

改善するなかで、引き続き底堅く推移している。以上の内外需要を反映して、鉱工

業生産は緩やかに増加している。企業の業況感は、広がりを伴いつつ改善を続けて

いる。この間、わが国の金融環境は、緩和した状態にある。物価面では、消費者物

価（除く生鮮食品）の前年比は、１％程度となっている。予想物価上昇率は、全体

として上昇しているとみられる。 

４．先行きのわが国経済については、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反

動の影響を受けつつも、基調的には緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、当面、プラス幅を拡大するとみられる。 

５．リスク要因をみると、欧州債務問題の今後の展開、新興国・資源国経済の動向、

米国経済の回復ペースなど、日本経済を巡る不確実性は引き続き大きい。 

６．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。  

以  上 

 

 

   （注）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩和」

を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内委員、

反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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（25年 12月 20日承認） 

2014年１月から 12月の金融政策決定会合の開催予定日等に関する件 
 

（案 件） 

2014 年１月から 12 月の金融政策決定会合の開催予定日等を、別紙の

とおりとすること。 

別 紙  

2013 年 12 月 20 日 

日 本 銀 行 

金融政策決定会合等の日程（2014年 1月～12月） 

 
会合開催 議事要旨公表 

経済・物価情勢の 
展望(基本的見解) 

公表 

（参考） 
金融経済月報 

公表 

2014年１月   21 日<火>･22 日<水> ２月 21日<金> ―― 23 日<木> 

２月 17 日<月>･18 日<火> ３月 14日<金> ―― 19 日<水> 

３月 10 日<月>･11 日<火> ４月 11日<金> ―― 12 日<水> 

４月 ７日<月>･８日<火> ５月７日<水> ―― ９日<水> 

 30 日<水> ５月 26日<月> 30 日<水> ── 

５月 20 日<火>･21 日<水> ６月 18日<水> ―― 22 日<木> 

６月 12 日<木>･13 日<金> ７月 18日<金> ―― 16 日<月> 

７月   14 日<月>･15 日<火> ８月 13日<水> ―― 16 日<水> 

８月 ７日<木>･８日<金> ９月９日<火> ―― 11 日<月> 

９月 ３日<水>･４日<木> 10月 10日<金> ―― ５日<金> 

10 月 ６日<月>･７日<火> 11 月６日<木> ―― ８日<水> 

 31 日<金> 11月 25日<火> 31 日<金> ── 

11 月 18 日<火>･19 日<水> 12月 25日<木> ―― 20 日<木> 

12 月 18 日<木>･19 日<金> 未 定 ―― 22 日<月> 

（注）各公表資料の公表時間は原則として以下のとおり。 

議事要旨 ： ８時 50 分 

経済・物価情勢の展望（基本的見解）： 15時 

経済・物価情勢の展望（背景説明を含む全文）： 翌営業日の 14時 

（ただし、「経済・物価情勢の展望（2014年 10月）」の背景説明を含む全文は 11月 1 日<土>の 14時に公表） 

金融経済月報 ： 14 時（「概要」の英訳は 14 時、全文の英訳は翌営業日の 16時 30分） 
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（26 年１月 22 日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（26 年１月 22 日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別  紙 

２０１４年１月２２日 

日 本 銀 行 

当面の金融政策運営について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 
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② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、それぞれ約 2.2 兆円、約 3.2 兆円の残高を維持す

る。 

３．わが国の景気は、緩やかな回復を続けており、このところ消費税率引き上げ前の

駆け込み需要もみられている。海外経済は、一部になお緩慢さを残しているが、先

進国を中心に回復しつつある。そうしたもとで、輸出は持ち直し傾向にある。設備

投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直している。公共投資は増加を続けてい

る。雇用・所得環境が改善するもとで、引き続き住宅投資は増加し、個人消費は底

堅く推移しており、これらの分野では消費税率引き上げ前の駆け込み需要もみられ

ている。以上の内外需要を反映して、鉱工業生産は緩やかに増加している。この間、

わが国の金融環境は、緩和した状態にある。物価面では、消費者物価（除く生鮮食

品）の前年比は、１％台前半となっている。予想物価上昇率は、全体として上昇し

ているとみられる。 

４．先行きのわが国経済については、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反

動の影響を受けつつも、基調的には緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベースでみて、暫くの

間、１％台前半で推移するとみられる。 

５．昨年 10 月の「展望レポート」で示した見通しと比べると、成長率、消費者物価と

もに、概ね見通しに沿って推移すると見込まれる。 

６．リスク要因としては、新興国・資源国経済の動向、欧州債務問題の今後の展開、

米国経済の回復ペースなどが挙げられる（注１）。 

７．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注２）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。  

以  上 

（注１）白井委員は、国内の雇用・所得環境の改善ペースにも言及すべきであるとして、６．の記述に反対した。 

（注２）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩

和」を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内

委員、反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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（参考１） 

▽2013～2015 年度の政策委員の大勢見通し 

――対前年度比、％。なお、＜  ＞内は政策委員見通しの中央値。 

 

実質ＧＤＰ 
消費者物価指数 

（除く生鮮食品） 

 
消費税率引き上げの 

影響を除くケース 

2013 年度 
＋2.5～＋2.9 

＜＋2.7＞ 

＋0.7～＋0.9 

＜＋0.7＞ 
 

10月時点の見通し 
＋2.6～＋3.0 

＜＋2.7＞ 

＋0.6～＋1.0 

＜＋0.7＞ 

2014 年度 
＋0.9～＋1.5 

＜＋1.4＞ 

＋2.9～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.9～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

10月時点の見通し 
＋0.9～＋1.5 

＜＋1.5＞ 

＋2.8～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.8～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

2015 年度 
＋1.2～＋1.8 

＜＋1.5＞ 

＋1.7～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋1.0～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

10月時点の見通し 
＋1.3～＋1.8 

＜＋1.5＞ 

＋1.6～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋0.9～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

（注１）「大勢見通し」は、各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、

最大値と最小値を１個ずつ除いて、幅で示したものであり、その幅は、予測誤差などを

踏まえた見通しの上限・下限を意味しない。 

（注２）各政策委員は、既に決定した政策を前提として、また先行きの政策運営については市

場の織り込みを参考にして、上記の見通しを作成している。 

（注３）今回の見通しでは、消費税率が 2014 年４月に８％、2015 年 10 月に 10％に引き上げら

れることを織り込んでいるが、各政策委員は、消費税率引き上げの直接的な影響を除い

た消費者物価の見通し計数を作成している。 

（注４）消費税率引き上げの直接的な影響を含む 2014 年度と 2015 年度の消費者物価の見通し

は、税率引き上げが現行の課税品目すべてにフル転嫁されることを前提に、物価の押し

上げ寄与を機械的に計算したうえで（2014 年度：＋2.0％ポイント、2015 年度：＋0.7％

ポイント）、これを上記の政策委員の見通しに足し上げたものである。 

（注５）政策委員全員の見通しの幅は下表の通りである。 

――対前年度比、％。 

 

実質ＧＤＰ 
消費者物価指数 

（除く生鮮食品） 

 
消費税率引き上げの 

影響を除くケース 
 2013 年度 ＋2.5～＋3.0 ＋0.7～＋0.9 

 
 10月時点の見通し ＋2.6～＋3.0 ＋0.6～＋1.0 

 2014 年度 ＋0.6～＋1.6 ＋2.7～＋3.7 ＋0.7～＋1.7 

 10月時点の見通し ＋0.5～＋1.6 ＋2.6～＋3.7 ＋0.6～＋1.7 

 2015 年度 ＋1.2～＋2.0 ＋1.5～＋2.9 ＋0.8～＋2.2 

 10月時点の見通し ＋1.2～＋2.0 ＋1.4～＋2.9 ＋0.7～＋2.2 
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（参考２） 

▽政策委員の見通し分布チャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）実質ＧＤＰ

（２）消費者物価指数（除く生鮮食品）

（注１） 上記の見通し分布は、各政策委員の示した確率分布の集計値（リスク・バランス・チャ
ート）について、①上位10％と下位10％を控除したうえで、②下記の分類に従って色分

けしたもの。なお、リスク・バランス・チャートの作成手順については、2008年４月の

「経済・物価情勢の展望」ＢＯＸを参照。

（注２） 棒グラフ内の○は政策委員の見通しの中央値を表す。また、縦線は政策委員の大勢見通

しを表す。

（注３） 消費者物価指数（除く生鮮食品）は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース。
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（26 年２月 18 日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（26 年２月 18 日決定） 

 

「貸出増加支援資金供給等の制度見直しの骨子」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙の（別紙）のとおり対外公表すること。 

 

（26 年２月 18 日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別  紙 

２０１４年２月１８日 

日 本 銀 行  

当面の金融政策運営について 
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１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 

② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、それぞれ約 2.2 兆円、約 3.2 兆円の残高を維持す

る。 

３．近く期限の到来する「貸出増加を支援するための資金供給」と「成長基盤強化を

支援するための資金供給」について、規模を２倍としたうえで、１年間延長するこ

とを決定した（全員一致）1。 

 すなわち、「貸出増加を支援するための資金供給」については、金融機関が貸出を

増加させた額の２倍まで、日本銀行から資金供給を受けられることとする。「成長基

盤強化を支援するための資金供給」については、本則の総枠を３兆５千億円から７

兆円に倍増する。また、両資金供給について、固定金利 0.1％で４年間（現在は１～

３年間）の資金供給を受けられることとする。 

 日本銀行としては、こうした見直しが、貸出増加や成長基盤の強化に向け、金融

機関の一段と積極的な行動や企業・家計の前向きな資金需要の増加を促すことを期

待している。 

４．被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションおよび被災地企業等に

かかる担保要件の緩和措置について、１年間延長することを決定した（全員一致）。 

５．わが国の景気は、緩やかな回復を続けており、このところ消費税率引き上げ前の

駆け込み需要もみられている。海外経済は、一部になお緩慢さを残しているが、先

進国を中心に回復しつつある。そうしたもとで、輸出は持ち直し傾向にある。設備

投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直している。公共投資は増加を続けてい

る。雇用・所得環境が改善するもとで、引き続き住宅投資は増加し、個人消費は底

堅く推移しており、これらの分野では消費税率引き上げ前の駆け込み需要もみられ 

1 詳細は別紙のとおり。 
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ている。以上の内外需要を反映して、鉱工業生産は緩やかに増加している。この間、

わが国の金融環境は、緩和した状態にある。物価面では、消費者物価（除く生鮮食

品）の前年比は、１％台前半となっている。予想物価上昇率は、全体として上昇し

ているとみられる。 

６．先行きのわが国経済については、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反

動の影響を受けつつも、基調的には緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベースでみて、暫くの

間、１％台前半で推移するとみられる。 

７．リスク要因としては、新興国・資源国経済の動向、欧州債務問題の今後の展開、

米国経済の回復ペースなどが挙げられる（注１）。 

８．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注２）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。 

以  上 

（注１）白井委員は、国内の雇用・所得環境の改善ペースにも言及すべきであるとして、７．の記述に反対した。 

（注２）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩

和」を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内

委員、反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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（別紙） 

 

 

貸出増加支援資金供給等の制度見直しの骨子（注１） 

 

 

 

 

１．貸出増加を支援するための資金供給 

①    受付期限を１年間延長する（注２）。 

②    貸付限度額は金融機関の貸出増加額の２倍相当額とする（注３）。 

③   貸付金利は４年固定 0.1％とする。ただし、１年毎に金融機関の

オプションによる期日前返済を認める。 

 

 

２．成長基盤強化を支援するための資金供給 

①    受付期限を１年間延長する（本則、ABL 特則、小口特則、ドル特

則）（注４）。 

②    本則の総枠を３兆５千億円から７兆円に倍増する。対象金融機関

毎の上限を 1,500 億円から１兆円に引き上げる。 

③    本則、ABL 特則、小口特則について、貸付金利は４年固定 0.1％

とする。ただし、１年毎に金融機関のオプションによる期日前返済

を認める。 

 

                                                          以 上 

 

 
 

（注１） 基本要領等の所要の改正は次回金融政策決定会合で行う。 

（注２） 現行制度に基づく貸付は３月実行分を最後とし、６月実行分から新制度（１．②、③）

に移行する。現行制度のもとでの貸付限度額の未利用枠は引き継がれない。新制度では、

四半期毎の貸付限度額の未利用枠は次回以降に引き継がれない。 

（注３） 金融機関の貸出増加率と本制度の利用率が現状程度となるとの仮定で試算すると、本制

度による最終的な貸付残高は 30 兆円程度となると見込まれる。 
（注４） 新制度（２．②、③）は６月実行分から実施する。 
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（26 年３月 11 日決定） 

 

金 融 市 場 調 節 方 針 の 決 定 に 関 す る 件  

 

（案 件） 

１．次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。 

記 

マネタリーベースが、年間約 60～70 兆円に相当するペースで

増加するよう金融市場調節を行う。 

２．対外公表文は別途決定すること。 

 

（26 年３月 11 日決定） 

 

「当面の金融政策運営について」の公表に関する件 

 

（案 件） 

標題の件に関し、別紙のとおり対外公表すること。 

別 紙 

２０１４年３月１１日 

 日 本 銀 行  

当面の金融政策運営について 

１．日本銀行は、本日、政策委員会・金融政策決定会合において、次回金融政策決定

会合までの金融市場調節方針を、以下のとおりとすることを決定した（全員一致）。 

マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増加するよう金

融市場調節を行う。 

２．資産の買入れについては、以下の方針を継続する。 

① 長期国債について、保有残高が年間約５０兆円に相当するペースで増加し、

平均残存期間が７年程度となるよう買入れを行う。 
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② ＥＴＦおよびＪ－ＲＥＩＴについて、保有残高が、それぞれ年間約１兆円、

年間約３００億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

③ ＣＰ等、社債等について、それぞれ約2.2 兆円、約 3.2 兆円の残高を維持す

る。 

３．わが国の景気は、緩やかな回復を続けており、このところ消費税率引き上げ前の

駆け込み需要もみられている。海外経済は、一部になお緩慢さを残しているが、先

進国を中心に回復しつつある。輸出は、このところ横ばい圏内の動きとなっている。

設備投資は、企業収益が改善するなかで、持ち直しが明確になっている。公共投資

は増加を続けている。雇用・所得環境が改善するもとで、引き続き住宅投資は増加

し、個人消費は底堅く推移しており、これらの分野では消費税率引き上げ前の駆け

込み需要もみられている。以上の内外需要を反映して、鉱工業生産は伸びが幾分高

まっている。この間、わが国の金融環境は、緩和した状態にある。物価面では、消

費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、１％台前半となっている。予想物価上昇率

は、全体として上昇しているとみられる。 

４．先行きのわが国経済については、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要とその反

動の影響を受けつつも、基調的には緩やかな回復を続けていくとみられる。消費者

物価の前年比は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベースでみて、暫くの

間、１％台前半で推移するとみられる。 

５．リスク要因としては、新興国・資源国経済の動向、欧州債務問題の今後の展開、

米国経済の回復ペースなどが挙げられる（注１）。 

６．日本銀行は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続す

るために必要な時点まで、「量的・質的金融緩和」を継続する。その際、経済・物価

情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な調整を行う（注２）。 

 このような金融政策運営は、実体経済や金融市場における前向きな動きを後押し

するとともに、予想物価上昇率を上昇させ、日本経済を、15 年近く続いたデフレか

らの脱却に導くものと考えている。 

                                                                  以  上 

（注１）白井委員は、国内の雇用・所得環境の改善ペースにも言及すべきであるとして、５．の記述に反対した。 

（注２）木内委員より、２％の「物価安定の目標」の実現は中長期的に目指すとしたうえで、「量的・質的金融緩

和」を２年間程度の集中対応措置と位置付けるとの議案が提出され、反対多数で否決された（賛成：木内

委員、反対：黒田委員、岩田委員、中曽委員、宮尾委員、森本委員、白井委員、石田委員、佐藤委員）。 
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２．金融政策手段に係る事項の決定又は変更 

 

（１）「適格担保取扱基本要領」の一部改正等に関する件（平成 25 年 10 月４

日決定） 

  

「適格担保取扱基本要領」の一部改正等に関する件 

 

（案 件） 

 

金融調節の一層の円滑化を図る観点から、電子記録債権を適格担保とす

るとともに、適格担保の担保価格等について、金融市場の情勢等を踏まえ

て行った定例の検証の結果に基づき、本行資産の健全性および市場参加者

の担保利用の効率性を確保する観点から、下記の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１．「適格担保取扱基本要領」（平成１２年１０月１３日付政委第１３８

号別紙１．）を別紙１．のとおり一部改正すること。 

２．「国債の条件付売買基本要領」（平成１４年９月１８日付政委第１０

９号別紙１．）を別紙２．のとおり一部改正すること。 

３．「補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却基本要領」（平成

１６年４月９日付政委第３７号別紙１．）を別紙３．のとおり一部改正

すること。 

４．「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（平

成２３年４月２８日付政委第３６号別紙３．）を別紙４．のとおり一部

改正すること。 

５．「日本銀行業務方法書」（平成１０年３月２４日付政第２９号別紙３）
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を別紙５．のとおり一部変更すること。 

 

以  上 

 

 

 

別紙１．

 

「適格担保取扱基本要領」中一部改正 

 

○ ２．（３）を横線のとおり改める。 

 

（３）適格担保の取扱いにおける市場情報の有効利用 

  適格担保の取扱いにおいては、市場機能を活用する観点から、適格

性判断における格付機関格付の利用、担保価格算定における時価情報

の利用、民間企業債務（社債、短期社債、保証付短期外債、企業が振

出す手形、コマーシャル・ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパ

ーおよび不動産投資法人コマーシャル・ペーパーを除く。）、企業を

債務者とする電子記録債権および企業に対する証書貸付債権をいう。

以下同じ。）ならびに資産担保債券、資産担保短期債券および資産担

保コマーシャル・ペーパーならびに不動産投資法人債、短期不動産投

資法人債、不動産投資法人が振出す手形、不動産投資法人コマーシャ

ル・ペーパー、不動産投資法人を債務者とする電子記録債権および不

動産投資法人に対する証書貸付債権の信用度判断における公開情報の

利用等、市場情報の有効利用を図ることとする。 

 

○ ４．（１）ハ、を横線のとおり改める。 
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ハ、その他の適格基準 

（イ）円建であること。 

（ロ）国内において発行、振出、発生記録または貸付等が行われたもの

であること。 

（ハ）準拠法が日本法であること。 

（ニ）（イ）から（ハ）までのほか、本行による担保権その他の権利の

行使に支障がないと認められること。 

 

 

○ 別表１を横線のとおり改める。 

 

別表１

 

担保の種類および担保価格 

 

１．国債（変動利付国債、分離元本振替国債および

分離利息振替国債、物価連動国債ならびに割引短

期国債を除く。）および国庫短期証券（割引短期

国債および政府短期証券をいう。） 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９７９８％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９７９６％ 

（５）略（不変）  

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９４９２％ 

１－２．変動利付国債 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９７９８％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９６９５％ 

略（不変） 

略（不変） 
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１－３．分離元本振替国債および分離利息振替国債 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９６９７％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９６９５％ 

（５）略（不変）  

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９０８９％ 

１－４．物価連動国債 

（１）残存期間１年以内のもの 時価の９２９０％ 

（２）残存期間１年超５年以内のもの 時価の９２９０％ 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９０８９％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９０８７％ 

（５）残存期間２０年超３０年以内のもの 時価の８８８６％ 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の８７８３％ 

２．政府保証付債券 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９６９７％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９６９５％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９３９１％ 

３．略（不変） 

４．地方債 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９６９７％ 

 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 
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（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９６９５％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９３９１％ 

５．財投機関等債券 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９５９４％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９２９０％ 

６．社債 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９５９４％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９２９０％ 

７． 

８． 

９．資産担保債券 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９５９４％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９２９０％ 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 
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１０．略（不変） 

１１．不動産投資法人債 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９３９４％ 

（５）残存期間２０年超３０年以内のもの 時価の９１９３％ 

（６）略（不変） 

１２．略（不変） 

１３．外国政府債券 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９５９４％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９２９０％ 

１４．国際金融機関債券 

（１） 

（２） 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの 時価の９５９６％ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの 時価の９５９４％ 

（５）略（不変） 

（６）残存期間３０年超のもの 時価の９２９０％ 

１５． 

 

１７． 

略（不変） ～ 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 
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１８．企業を債務者とする電子記録債権 

（１）残存期間１年以内のもの 残存元本額の９６％ 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９０％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の８０％ 

（４）残存期間５年超７年以内のもの 残存元本額の７５％ 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の６５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

１９．不動産投資法人を債務者とする電子記録債権 

（１）残存期間１年以内のもの 残存元本額の９６％ 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９０％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の８０％ 

（４）残存期間５年超７年以内のもの 残存元本額の７５％ 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の６５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

２０．政府（特別会計を含む。）を債務者とする電子

記録債権 

（１）残存期間１年以内のもの 残存元本額の９７％ 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９５％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の９０％ 

（４）残存期間５年超７年以内のもの 残存元本額の８５％ 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の８０％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

２１．政府保証付電子記録債権 

（１）残存期間１年以内のもの 残存元本額の９７％ 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９５％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の９０％ 

（４）残存期間５年超７年以内のもの 残存元本額の８５％ 
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（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の８０％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

２２．地方公共団体を債務者とする電子記録債権 

（１）残存期間１年以内のもの 残存元本額の９７％ 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９４％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の８５％ 

（４）残存期間５年超７年以内のもの 残存元本額の８５％ 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の７５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

１８．２３．企業に対する証書貸付債権 

（１）略（不変） 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９１９０％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の８５８０％ 

（４）略（不変） 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の７０６５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

１９．２４．不動産投資法人に対する証書貸付債権 

（１）略（不変） 

（２）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の９１９０％ 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の８５８０％ 

（４）略（不変） 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の７０６５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

２０．２５．政府（特別会計を含む。）に対する証

書貸付債権  
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（１） 

 

（５） 

２１．２６．政府保証付証書貸付債権 

（１） 

 

（５） 

２２．２７．地方公共団体に対する証書貸付債権 

（１） 

（２） 

（３）残存期間３年超５年以内のもの 残存元本額の９０８５％ 

（４）略（不変） 

（５）残存期間７年超１０年以内のもの（満期 残存元本額の８０７５％ 

が応当月内に到来するものを含む。） 

（特則） 

１．から１４．までに掲げるもののうち、パス・ス

ルー債等、元本の分割償還が行われることがある債

券  

（１）貸付債権担保住宅金融支援機構債券 時価の９５９４％ 

（２）略（不変） 

 

 

○ 別表２を横線のとおり改める。 

 

別表２

 

担保の種類ごとの適格基準 

略（不変） 

略（不変） ～ 

略（不変） ～ 
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担保の種類 適格基準 

国債（変動利付

国債、分離元本

振替国債およ

び分離利息振

替国債ならび

に物価連動国

債を含み、割引

短期国債を除

く） 

 

外国政府債券 

国際金融機関

債券 

 

企業を債務者

とする電子記

録債権 

（１）および（２）を満たしていること。 

（１） 本行が適当と認める電子債権記録機関（以下

「適格記録機関」という。）により電子記録

が行われるものであること。 

（２） 次のイ、またはロ、を満たしていること。 

 イ、 支払不能に伴う措置等を勘案して、手

形に類する機能を有すると本行が認め

るもの（以下「手形類似電子記録債権」

という。）にあっては、次の（イ）お

よび（ロ）を満たしていること。 

  （イ） 債務者の信用力その他の事情

を勘案して、本行が適格と認め

るものであること。 

  （ロ） 発生日から支払期日までの期

間が１年以内のものであるこ

～ 

略（不変） 
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と。 

 ロ、 手形類似電子記録債権以外のものにあ

っては、次の（イ）および（ロ）を満

たしていること。 

  （イ） 債務者が適格格付機関からＡ

格相当以上の格付を取得して

いること等、債務者たる企業

の信用力その他の事情を勘案

して、本行が適格と認めるも

のであること。 

  （ロ） 残存期間が１０年以内のもの

（満期が応当月内に到来する

ものを含む。）であること。 
 

不動産投資法

人を債務者と

する電子記録

債権 

（１）から（３）までをいずれも満たしていること。 

（１） 適格記録機関により電子記録が行われるも

のであること。 

（２） 次のイ、またはロ、を満たしていること。 

 イ、 手形類似電子記録債権にあっては、次

の（イ）および（ロ）を満たしている

こと。 

  （イ） 投資法人が債務者であって、債

務者たる投資法人の信用力そ

の他の事情を勘案して、本行が

適格と認めるものであること。

  （ロ） 発生日から支払期日までの期

間が１年以内のものであるこ

と。 

 ロ、 手形類似電子記録債権以外のものにあ

っては、次の（イ）および（ロ）を満

たしていること。 
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  （イ） 投資法人が債務者であって、債

務者が適格格付機関からＡＡ

格相当以上の格付を取得して

いること等、債務者たる投資法

人の信用力その他の事情を勘

案して、本行が適格と認めるも

のであること。 

  （ロ） 残存期間が１０年以内のもの

（満期が応当月内に到来する

ものを含む。）であること。 

（３） 債務者たる投資法人の主たる運用対象が、不

動産、不動産の賃借権および地上権ならびに

これらを裏付資産とする資産担保証券、その

他本行がこれらに類する不動産関連資産と

認める資産であること。 
 

政府（特別会計

を含む。）を債

務者とする電

子記録債権 

政府保証付電

子記録債権 

（１）から（３）までをいずれも満たしていること。 

（１） 適格記録機関により電子記録が行われるもの

であること。 

（２） 入札等の貸付条件の決定方法等を勘案して、

本行が適格と認めるものであること。 

（３） 残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 
 

地方公共団体

を債務者とす

る電子記録債

権 

（１）から（３）までをいずれも満たしていること。 

（１） 適格記録機関により電子記録が行われるもの

であること。 

（２） 入札等の貸付条件の決定方法、債務者におけ

る公募地方債の発行実績等を勘案して、本行

が適格と認めるものであること。 

（３） 残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 
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企業に対する

証書貸付債権 

 

地方公共団体

に対する証書

貸付債権 

 

 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２５年１０月末までの総裁が別に定める日から実施

する。ただし、電子記録債権に係る一部改正は、平成２６年２月末までの総

裁が別に定める日から実施する。 

 

 

 

別紙２．

 

「国債の条件付売買基本要領」中一部改正 

 

○ 別表１を横線のとおり改める。 

 

別表１

 

時価売買価格比率 

 

１．買入の場合 

（１）売買国債（変動利付国債および物価連動国債を

除く。） 

～ 

略（不変） 
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イ．略（不変） 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        １．００６１．００５ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       １．０１４１．０１２ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      １．０２０１．０２３ 

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの      １．０２９１．０３７ 

へ．残存期間３０年超のもの           １．０３８１．０５２ 

（２）変動利付国債 

イ．残存期間１年以内のもの           １．００６１．００３ 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        １．００９１．００５ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       １．０１２１．０１０ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      １．０２３１．０２１ 

（３）物価連動国債 

イ．残存期間１年以内のもの           １．０３９１．０４８ 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        １．０４２１．０５０ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       １．０５１１．０５８ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      １．０５８１．０７０ 

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの      １．０６８１．０８５ 

へ．残存期間３０年超のもの           １．０７７１．１０２ 

 

２．売却の場合 

（１）売買国債（変動利付国債および物価連動国債を

除く。） 

イ．略（不変） 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        ０．９９５０．９９６ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの        ０．９８７０．９８９ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      ０．９８１０．９７８ 

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの      ０．９７２０．９６６ 

へ．残存期間３０年超のもの           ０．９６５０．９５３ 
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（２）変動利付国債 

イ．残存期間１年以内のもの           ０．９９５０．９９８ 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        ０．９９２０．９９６ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       ０．９８９０．９９１ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      ０．９７８０．９８０ 

（３）物価連動国債 

イ．残存期間１年以内のもの           ０．９６４０．９５６ 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの        ０．９６１０．９５５ 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       ０．９５４０．９４８ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの      ０．９４８０．９３８ 

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの      ０．９４００．９２７ 

へ．残存期間３０年超のもの           ０．９３３０．９１５ 

 

○ 別表２を横線のとおり改める。 

 

別表２

 

担保価格 

 

１．受入の場合 

（１）担保国債（変動利付国債、分離元本振替国債お

よび分離利息振替国債ならびに物価連動国債を

除く。） 

イ．略（不変） 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの       時価の９９．５９９．６％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの       時価の９８．７９８．９％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの     時価の９８．１９７．８％

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの          時価の９７．２９６．５％

へ．残存期間３０年超のもの          時価の９６．４９５．１％
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（２）変動利付国債 

イ．残存期間１年以内のもの     時価の９９．５９９．８％

ロ．残存期間１年超５年以内のもの     時価の９９．２９９．６％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの    時価の９８．９９９．１％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの    時価の９７．８９８．０％

（３）物価連動国債 

イ．残存期間１年以内のもの     時価の９６．３９５．５％

ロ．残存期間１年超５年以内のもの     時価の９６．０９５．３％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの    時価の９５．２９４．６％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの    時価の９４．６９３．５％

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの    時価の９３．７９２．２％

へ．残存期間３０年超のもの     時価の９２．９９０．８％

 

２．差入の場合 

（１）担保国債（変動利付国債、分離元本振替国債お

よび分離利息振替国債ならびに物価連動国債を

除く。） 

イ．略（不変） 

ロ．残存期間１年超５年以内のもの          時価の１００．５１００．４％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの        時価の１０１．３１０１．１％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの   時価の１０１．９１０２．２％

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの      時価の１０２．８１０３．５％

へ．残存期間３０年超のもの        時価の１０３．６１０４．９％

（２）変動利付国債 

イ．残存期間１年以内のもの   時価の１００．５１００．２％

ロ．残存期間１年超５年以内のもの   時価の１００．８１００．４％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの  時価の１０１．１１００．９％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの  時価の１０２．２１０２．０％

110



 

（３）物価連動国債 

イ．残存期間１年以内のもの   時価の１０３．７１０４．５％

ロ．残存期間１年超５年以内のもの   時価の１０４．０１０４．７％

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの  時価の１０４．８１０５．４％

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの  時価の１０５．４１０６．５％

ホ．残存期間２０年超３０年以内のもの  時価の１０６．３１０７．８％

へ．残存期間３０年超のもの   時価の１０７．１１０９．２％

  

（附則） 

この一部改正は、平成２５年１０月末までの総裁が別に定める日から実施

する。 

 

 

 

別紙３．

 

「補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却基本要領」中一部改正 

 

○ 別表を横線のとおり改める。 

 

別表

 

時価売却価格比率 

１．利付国債（変動利付国債および物価連動国債を

除く。）および国庫短期証券 

（１）略（不変） 
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（２）残存期間１年超５年以内のもの       ０．９９５０．９９６ 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの      ０．９８７０．９８９ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの     ０．９８１０．９７８ 

（５）残存期間２０年超３０年以内のもの          ０．９７２０．９６６ 

（６）残存期間３０年超のもの          ０．９６５０．９５３ 

２．変動利付国債 

（１）残存期間１年以内のもの          ０．９９５０．９９８ 

（２）残存期間１年超５年以内のもの       ０．９９２０．９９６ 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの      ０．９８９０．９９１ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの     ０．９７８０．９８０ 

３．物価連動国債 

（１）残存期間１年以内のもの    ０．９６４０．９５６ 

（２）残存期間１年超５年以内のもの       ０．９６１０．９５５ 

（３）残存期間５年超１０年以内のもの   ０．９５４０．９４８ 

（４）残存期間１０年超２０年以内のもの     ０．９４８０．９３８ 

（５）残存期間２０年超３０年以内のもの   ０．９４００．９２７ 

（６）残存期間３０年超のもの    ０．９３３０．９１５ 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２５年１０月末までの総裁が別に定める日から実施

する。 

 

 

 

別紙４．
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「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」中 

一部改正 

 

○ ２．（２）を横線のとおり改める。 

 

（２）対象となる担保の種類 

 

次の各号に掲げる債務者（ただし、手形については支払人。）の別に

応じ、当該各号に掲げる種類の担保とする。 

 

イ．被災地に事業所等を有する企業 

 

社債、手形、電子記録債権および証書貸付債権 

 

ロ．被災地の地方公共団体（全部または一部の市区町村が被災地に含ま

れる県または市を含む。以下同じ。） 

 

電子記録債権および証書貸付債権 

 

ハ．被災地地方公共団体出資法人（被災地の地方公共団体が全額出資し

ている法人のうち、被災地に事業所等を有するものをいう。以下同じ。） 

 

電子記録債権および証書貸付債権 

 

○ ３．（１）から（３）までを横線のとおり改める。 

 

（１）被災地に事業所等を有する企業の債務 

 

担保の種類 適格基準 
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社債 

手形 

 

電子記録債権 イ．からハ．までをいずれも満たしていること。 

イ．適格記録機関により電子記録が行われるもの

であること。 

ロ．（イ）または（ロ）を満たしていること。 

（イ）債務者が、担保差入先金融機関の直近の

自己査定において正常先に区分されている

こと（以下、イ．、本号およびハ．により

適格とされた電子記録債権ならびに（３）

に定める電子記録債権を総称して「正常先

電子記録債権」という。）。 

（ロ）債務者が適格格付機関からＢＢＢ格相当

以上の格付を取得しているもの（債務者が

発行する社債（保証付社債を除く。）がＢ

ＢＢ格相当以上の格付を取得しているもの

を含む。）のうち、債務者の信用力その他

の事情を勘案して、本行が適格と認めるも

のであること。 

ハ．残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 

証書貸付債権 略（不変） 

 

（２）被災地の地方公共団体に対する証書貸付債権の債務 

 

残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月内に到来するものを含

む。）であること。 

 

担保の種類 適格基準 

略（不変）
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電子記録債権 

 

イ．およびロ．を満たしていること。 

イ．適格記録機関により電子記録が行われるもの

であること。 

ロ．残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 

証書貸付債権 残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月内に到

来するものを含む。）であること。 

 

（３）被災地地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務 

 

イ．およびロ．を満たしていること。 

 

イ．債務者が、担保差入先金融機関の直近の自己査定において正常先に

区分されていること。 

 

ロ．残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月内に到来するものを含

む。）であること。 

 

担保の種類 適格基準 

電子記録債権 

 

イ．からハ．までをいずれも満たしていること。 

イ．適格記録機関により電子記録が行われるもの

であること。 

ロ．債務者が、担保差入先金融機関の直近の自己

査定において正常先に区分されていること。 

ハ．残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 

証書貸付債権 イ．およびロ．を満たしていること。 

イ．債務者が、担保差入先金融機関の直近の自己

査定において正常先に区分されていること。 

ロ．残存期間が１０年以内のもの（満期が応当月

内に到来するものを含む。）であること。 
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○ ４．（１）から（３）までを横線のとおり改める。 

 

（１）被災地に事業所等を有する企業の債務 

社債  

イ． 

ロ． 

ハ．残存期間５年超１０年以内のもの     時価の９５９６％ 

ニ．残存期間１０年超２０年以内のもの    時価の９５９４％ 

ホ．略（不変） 

ヘ．残存期間３０年超のもの         時価の９２９０％ 

 

手形 手形金額の８０７９％ 

 

  電子記録債権 

イ．正常先電子記録債権  

（イ）残存期間１年以内のもの       残存元本額の７９％ 

（ロ）残存期間１年超３年以内のもの    残存元本額の６２％ 

（ハ）残存期間３年超５年以内のもの    残存元本額の４５％ 

（ニ）残存期間５年超７年以内のもの    残存元本額の３５％ 

（ホ）残存期間７年超１０年以内のも    残存元本額の２０％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

 

ロ．イ．以外のもの  

（イ）残存期間１年以内のもの       残存元本額の９２％ 

（ロ）残存期間１年超３年以内のもの    残存元本額の７９％ 

（ハ）残存期間３年超５年以内のもの    残存元本額の６５％ 

（ニ）残存期間５年超７年以内のもの    残存元本額の５５％ 

（ホ）残存期間７年超１０年以内のも    残存元本額の４５％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

略（不変） 
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証書貸付債権  

イ．正常先証書貸付債権  

（イ）残存期間１年以内のもの    残存元本額の８０７９％ 

（ロ）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の６３６２％ 

（ハ）              

（ニ）                     

（ホ）残存期間７年超１０年以内のも 残存元本額の２５２０％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

 

ロ．イ．以外のもの  

（イ）残存期間１年以内のもの    残存元本額の９３９２％ 

（ロ）残存期間１年超３年以内のもの 残存元本額の８０７９％ 

（ハ）  

（ニ）  

（ホ） 

 

（２）被災地の地方公共団体に対する証書貸付債権の債務 

電子記録債権  

イ．残存期間１年以内のもの        残存元本額の８７％ 

ロ．残存期間１年超３年以内のもの     残存元本額の８４％ 

ハ．残存期間３年超５年以内のもの     残存元本額の７５％ 

ニ．残存期間５年超７年以内のもの     残存元本額の７５％ 

ホ．残存期間７年超１０年以内のも     残存元本額の６５％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

 

  証書貸付債権 

イ． 

ロ． 

ハ．残存期間３年超５年以内のもの   残存元本額の８０７５％ 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 

117



 

ニ．略（不変） 

ホ．残存期間７年超１０年以内のも   残存元本額の７０６５％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

 

（３）被災地地方公共団体出資法人に対する証書貸付債権の債務 

電子記録債権  

イ．残存期間１年以内のもの        残存元本額の７９％ 

ロ．残存期間１年超３年以内のもの     残存元本額の６２％ 

ハ．残存期間３年超５年以内のもの     残存元本額の４５％ 

ニ．残存期間５年超７年以内のもの     残存元本額の３５％ 

ホ．残存期間７年超１０年以内のも     残存元本額の２０％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 
 

  証書貸付債権 

イ．残存期間１年以内のもの      残存元本額の８０７９％ 

ロ．残存期間１年超３年以内のもの   残存元本額の６３６２％ 

ハ．  

ニ． 

ホ．残存期間７年超１０年以内のも   残存元本額の２５２０％ 

の（満期が応当月内に到来するも 
のを含む。） 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

 

５．手形、正常先電子記録債権および正常先証書貸付債権に関する特例的取

扱い 

  

（１）担保差入額の限度 

 

３．（１）および（３）の適格基準に基づき金融機関が担保として

差入れる手形、正常先電子記録債権および正常先証書貸付債権の担保

略（不変） 
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価額の合計額は、当該金融機関が差入れている担保価額の総額に、５

０％以内の別に定める割合を乗じた金額を超えることはできない。 

 

（２）信用力の判断 

 

３．（１）および（３）の適格基準に基づく手形、正常先電子記録

債権および正常先証書貸付債権の債務者の信用力の判断については、

「適格担保取扱基本要領」４．（３）の規定を適用しない。 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２５年１０月末までの総裁が別に定める日から実施

する。ただし、電子記録債権に係る一部改正は、平成２６年２月末までの総

裁が別に定める日から実施する。 

 

 

 

別紙５．

 

「日本銀行業務方法書」中一部変更 

 

○ 第六条第一項を横線のとおり改める。 

 

第六条 当銀行は、第一条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行うこ

とができる。 

  

 一 略（不変） 

二 手形、国債その他の有価証券又は電子記録債権（電子記録債権法（平

成十九年法律第百二号）第二条第一項に規定する電子記録債権をいう。
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以下この条において同じ。）を担保とする貸付け 

三 

 

八 

 

○ 第二章第三節を横線のとおり改める。 

 

第三節 有価証券又は電子記録債権を担保とする貸付け 

 

（有価証券又は電子記録債権を担保とする貸付け） 

第九条 当銀行は、第六条第一項第二号に規定する業務として、次の各号に

定めるところにより、手形、国債その他の有価証券又は電子記録債権を担

保とする貸付け（次条、第九条の三、第五十六条及び第五十七条に規定す

るものを除く。以下この条において同じ。）を行う。 

 

一 略（不変） 

二 担保の種類 

  貸付けを行うに当たっては、担保として、次に掲げる有価証券又は

電子記録債権のうち当銀行が適当と認めるものを徴求する。 

   イ 

    

ソ 

三 

四 

 

（有価証券又は電子記録債権を担保とする貸越し） 

第九条の二 当銀行は、第六条第一項第二号に規定する業務として、次の各

号に定めるところにより、当座勘定及び当座勘定（同時担保受払時決済口）

において手形、国債その他の有価証券又は電子記録債権を担保とする貸越

しを行う。 

 

略（不変） ～ 

略（不変） ～ 

略（不変） 
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一 略（不変） 

 二 担保の種類 

  貸越しを行うに当たっては、担保として、前条第二号に掲げる有価

証券又は電子記録債権のうち当銀行が適当と認めるものを徴求する。

ただし、当座勘定（同時担保受払時決済口）における貸越しの担保は、

前条第二号イ及びロに掲げる有価証券のうち当銀行が適当と認めるも

のに限る。 

三 

四 

 

（有価証券又は電子記録債権を担保とする公開市場操作としての貸付け） 

第九条の三 当銀行は、第六条第一項第二号に規定する業務として、次の各

号に定めるところにより、手形、国債その他の有価証券又は電子記録債権

を担保とする公開市場操作としての貸付けを行う。 

 

一 略（不変） 

 二 担保の種類 

 貸付けを行うに当たっては、担保として、第九条第二号に掲げる有

価証券又は電子記録債権のうち当銀行が適当と認めるものを徴求する。 

三 

 

五 

 

○ 第三十二条を横線のとおり改める。 

 

（保証品） 

第三十二条 当銀行は、第二十七条、第二十八条及び第二十九条に規定する

代理店、歳入代理店、国債代理店及び国債元利金支払取扱店（次条及び附

則第三条において「代理店等」という。）から、保証品として、第九条第

二号に掲げる有価証券、電子記録債権又は証書貸付債権のうち当銀行が適

当と認めるものを、徴求することができる。 

略（不変） 

略（不変） ～ 
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○ 第五十五条第一項を横線のとおり改める。 

 

第五十五条 当銀行は、貸出支援基金（物価の安定を図ることを通じて国民

経済の健全な発展に資する観点から、金融緩和効果を一段と浸透させるた

めに行う手形、国債その他の有価証券又は電子記録債権を担保とする貸付

けに用いる基金をいう。以下同じ。）において、次条に定める成長基盤強

化を支援するための貸付け及び第五十七条に定める貸出増加を支援するた

めの貸付けを行う。 

 

○ 第五十六条を横線のとおり改める。 

 

（貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための貸付け） 

第五十六条 当銀行は、貸出支援基金において、第六条第一項第二号に規定

する業務として、次の各号に定めるところにより、手形、国債その他の有

価証券又は電子記録債権を担保とする成長基盤強化を支援するための貸付

けを行う。 

 

一 略（不変） 

 二 担保の種類 

  貸付けを行うに当っては、担保として、第九条第二号に掲げる有価

証券又は電子記録債権のうち当銀行が適当と認めるものを徴求する。 

三 

 

五 

 

○ 第五十七条を横線のとおり改める。 

 

（貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための貸付け） 

第五十七条 当銀行は、貸出支援基金において、第六条第一項第二号に規定

する業務として、次の各号に定めるところにより、手形、国債その他の有

略（不変） ～ 
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価証券又は電子記録債権を担保とする貸出増加を支援するための貸付け

を行う。 

 

 一 略（不変） 

二 担保の種類 

 貸付けを行うに当っては、担保として、第九条第二号に掲げる有価

証券又は電子記録債権のうち当銀行が適当と認めるものを徴求する。 

三 

 

五 

 

（附則） 

  この業務方法書の一部変更は、「「適格担保取扱基本要領」の一部改正

等に関する件」（平成 25 年 10 月 4 日付政委第 95 号）別紙１．の「適格担

保取扱基本要領」中の電子記録債権に係る一部改正を実施する日から実施

する。 

 

  

略（不変） ～ 
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（２）「米ドル資金供給オペレーション基本要領」等の一部改正に関する件（平

成 25 年 10 月 31 日決定） 

  

「米ドル資金供給オペレーション基本要領」等の一部改正に関する件 

 

（案 件） 

 

金融調節の円滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および

安定性の確保に資するため、外貨資金供給オペレーションおよび５中央銀

行との間で締結している為替スワップ取極の期限等の見直しについて下記

の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１．「米ドル資金供給オペレーション基本要領」（平成２２年５月１０日

付政委第３８号別紙１．）を別紙１．のとおり一部改正すること。 

２．「米ドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」

（平成２２年５月１０日付政委第３８号別紙２．）を別紙２．のとおり

一部改正すること。 

３．「ニューヨーク連邦準備銀行との間の為替スワップ取極要綱」（平成

２２年５月１０日付政委第３８号別紙３．）を別紙３．のとおり一部改

正すること。 

４．「ニューヨーク連邦準備銀行との間の円資金提供のための為替スワッ

プ取極要綱」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙１７．）

を別紙４．のとおり一部改正すること。 

５．「カナダドル資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２月

２１日付政委第１０４号別紙１．）を別紙５．のとおり一部改正するこ

と。 
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６．「カナダドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要

領」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙２．）を別紙６．

のとおり一部改正すること。 

７．「カナダ銀行との間の為替スワップ取極要綱」（平成２３年１２月２

１日付政委第１０４号別紙３．）を別紙７．のとおり一部改正すること。 

８．「カナダ銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」（平

成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙４．）を別紙８．のとおり

一部改正すること。 

９．「英ポンド資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２月２

１日付政委第１０４号別紙５．）を別紙９．のとおり一部改正すること。 

１０．「英ポンド資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要

領」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙６．）を別紙１０．

のとおり一部改正すること。 

１１．「イングランド銀行との間の為替スワップ取極要綱」（平成２３年

１２月２１日付政委第１０４号別紙７．）を別紙１１．のとおり一部改

正すること。 

１２．「イングランド銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極

要綱」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙８．）を別紙１

２．のとおり一部改正すること。 

１３．「ユーロ資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２月２

１日付政委第１０４号別紙９．）を別紙１３．のとおり一部改正するこ

と。 

１４．「ユーロ資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」

（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙１０．）を別紙１４．

のとおり一部改正すること。 

１５．「欧州中央銀行との間の為替スワップ取極要綱」（平成２３年１２

月２１日付政委第１０４号別紙１１．）を別紙１５．のとおり一部改正

すること。 
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１６．「欧州中央銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」

（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙１２．）を別紙１６．

のとおり一部改正すること。 

１７．「スイスフラン資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１

２月２１日付政委第１０４号別紙１３．）を別紙１７．のとおり一部改

正すること。 

１８．「スイスフラン資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基

本要領」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙１４．）を別

紙１８．のとおり一部改正すること。 

１９．「スイス国民銀行との間の為替スワップ取極要綱」（平成２３年１

２月２１日付政委第１０４号別紙１５．）を別紙１９．のとおり一部改

正すること。 

２０．「スイス国民銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要

綱」（平成２３年１２月２１日付政委第１０４号別紙１６．）を別紙２

０．のとおり一部改正すること。 

 

以  上 

 

 

別紙１.

 

「米ドル資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ １．を横線のとおり改める。 
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１．趣旨 

（１）この基本要領は、最近における国際金融資本市場の状況と、これが

円市場の流動性に及ぼし得る影響に鑑み、金融調節の一層の円滑化を

図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および安定性の確保に資

する趣旨から、米ドル資金供給オペレーション（適格担保を根担保と

して行う公開市場操作としての米ドル建て貸付けをいう。）を行うた

めに必要な基本的事項を定めるものとする。 

（２）この基本要領に基づく資金供給は、当分の間、これを行い得るもの

とする。 

 

○ ６．（１）を横線のとおり改める。 

（１）貸付利率 

次のいずれかの方式による。 

イ．金利入札方式 

   貸付利率を入札に付してコンベンショナル方式により決定する方

式。ただし、ニューヨーク連邦準備銀行が指定する貸付期間に応じた

ドル・オーバーナイト・インデックス・スワップ市場における実勢金

利をその下限とする。 

ロ．固定金利方式 

   ニューヨーク連邦準備銀行が貸付期間に応じたドル・オーバーナイ

ト・インデックス・スワップ市場における実勢金利を勘案して指定す

る利率を貸付利率とする方式。 
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○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙２.

 

「米ドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」中 

一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについて

は、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙３.

 

「ニューヨーク連邦準備銀行との間の為替スワップ取極要綱」中 

一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙４．

 

「ニューヨーク連邦準備銀行との間の円資金提供のための為替 

スワップ取極要綱」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 
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（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

別紙５．

 

「カナダドル資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

（１）この基本要領は、最近における国際金融資本市場の状況と、これが

円の金融市場の流動性に及ぼし得る影響に鑑み、金融調節の一層の円

滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および安定性の確

保に資する趣旨から、カナダドル資金供給オペレーション（適格担保

を担保として行う公開市場操作としてのカナダドル建て貸付けをい

う。）を行うために必要な基本的事項を定めるものとする。 

（２）この基本要領に基づく資金供給は、当分の間、これを行い得るもの

とする。 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱いに

ついては、なお従前の例による。 
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（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙６．

 

「カナダドル資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」中 

一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについて

は、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙７．

 

「カナダ銀行との間の為替スワップ取極要綱」中一部改正 
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○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則）  

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙８．

 

「カナダ銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」中 

一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙９．

 

「英ポンド資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

（１）この基本要領は、最近における国際金融資本市場の状況と、これが

円の金融市場の流動性に及ぼし得る影響に鑑み、金融調節の一層の円

滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および安定性の確

保に資する趣旨から、英ポンド資金供給オペレーション（適格担保を

担保として行う公開市場操作としての英ポンド建て貸付けをいう。）

を行うために必要な基本的事項を定めるものとする。 

（２）この基本要領に基づく資金供給は、当分の間、これを行い得るもの

とする。 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙１０．

 

「英ポンド資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」中 

一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについて

は、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１１．

 

「イングランド銀行との間の為替スワップ取極要綱」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 
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４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１２．

 

「イングランド銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」中

一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない  

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１３．
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「ユーロ資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

（１）この基本要領は、最近における国際金融資本市場の状況と、これが

円の金融市場の流動性に及ぼし得る影響に鑑み、金融調節の一層の円

滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および安定性の確

保に資する趣旨から、ユーロ資金供給オペレーション（適格担保を担

保として行う公開市場操作としてのユーロ建て貸付けをいう。）を行

うために必要な基本的事項を定めるものとする。 

（２）この基本要領に基づく資金供給は、当分の間、これを行い得るもの

とする。 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙１４．

 

「ユーロ資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定基本要領」中 

一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについて

は、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１５．

 

「欧州中央銀行との間の為替スワップ取極要綱」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  
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 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１６．

 

「欧州中央銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」中 

一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１７．

 

「スイスフラン資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 
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○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

（１）この基本要領は、最近における国際金融資本市場の状況と、これが

円の金融市場の流動性に及ぼし得る影響に鑑み、金融調節の一層の円

滑化を図るとともに、金融市場の円滑な機能の維持および安定性の確

保に資する趣旨から、スイスフラン資金供給オペレーション（適格担

保を担保として行う公開市場操作としてのスイスフラン建て貸付けを

いう。）を行うために必要な基本的事項を定めるものとする。 

（２）この基本要領に基づく資金供給は、当分の間、これを行い得るもの

とする。 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１８．

 

「スイスフラン資金供給オペレーションにおける貸付対象先選定 

基本要領」中一部改正 
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○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成２６年２月１日をもって廃止す

るから実施する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについて

は、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１９．

「スイス国民銀行との間の為替スワップ取極要綱」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 
 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙２０．

「スイス国民銀行との間の円資金提供のための為替スワップ取極要綱」中 

一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．為替スワップ取極の有効期限（引出可能期限）  

 平成２６年２月１日設定しない 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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（３）「国債の条件付売買基本要領」の一部改正等に関する件（平成 25 年

11 月 21 日決定） 

  

「国債の条件付売買基本要領」の一部改正等に関する件 

 

（案 件） 

 

金融調節の一層の円滑化を図る観点から、新日銀ネット第１段階開発分

の稼動開始に際し、下記の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１． 「国債の条件付売買基本要領」（平成１４年９月１８日付政委第１０

９号別紙１．）を別紙１．のとおり一部改正すること。 

２. 「国債売買における売買対象先選定基本要領」（平成１１年３月２５

日付政委第４３号別紙２．）を別紙２．のとおり一部改正すること。 

３． 「国庫短期証券売買および国債の条件付売買における売買対象先選

定基本要領」（平成１４年９月１８日付政委第１０９号別紙２．）を別

紙３．のとおり一部改正すること。 

４． 「日本銀行業務方法書」（平成１０年３月２４日付政第２９号別紙３）

を別紙４．のとおり一部変更すること。 

 

以  上 
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別紙１．

 

「国債の条件付売買基本要領」中一部改正 

 

○ ７．（２）を横線のとおり改める。 

（２）時価売買価格比率 

時価売買価格比率は、買入または売却の別ならびに売買国債の種類お

よび残存期間に応じ、別表１に定めるとおりとする。 

 

○ ８．（１）を横線のとおり改める。 

（１）純与信額 

純与信額は、一の営業日において、当該営業日をすべての売戻条件付

買入および買戻条件付売却の売戻日または買戻日であるとみなした場

合において、次のイ．の金額がロ．の金額を上回るときの、その上回る

金額をいう。 

イ．本行または売買先が相手方から受取るべき売戻代金または買戻代金

に時価売買価格比率を乗じた金額、および相手方に売却した売買国債

の時価評価額、相手方に差入れている担保国債の担保価額および担保

金の金額ならびに相手方から受取るべき担保金利息の合計金額 

ロ．本行または売買先が相手方に支払うべき買戻代金または売戻代金に

時価売買価格比率を乗じた金額、および相手方から買入れた売買国債

の時価評価額、相手方から受入れている担保国債の担保価額および担

保金の金額ならびに相手方に支払うべき担保金利息の合計金額 

 

○ ８．（２）を横線のとおり改める。 
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（２）担保の受入等 

イ．本行が売買先に対して純与信額を有する場合には、当該売買先から

担保の差入または返戻を受ける、適格担保を担保として差入れさせる

ものとする。 

ロ．担保の取扱いは、「適格担保取扱基本要領」（平成１２年１０月１

３日付政委第１３８号別紙１．）および「適格外国債券担保取扱要領」

（平成２１年５月２２日付政委第６３号別紙１．）の定めるところに

よる。 

 

○ ８．（３）から（６）までを削る。 

 

○ １０．（２）を横線のとおり改める。 

（２）売買国債および担保国債の利子の取扱い 

買入れた売買国債および受入れた担保国債の利子支払期日が到来した

場合には、その利子相当額を売買先に支払う。売却した売買国債および

差入れた担保国債の利子支払期日が到来した場合には、売買先からその

利子相当額の支払いを受ける。 

 

○ （附則）を横線のとおり改める。 

（附則） 

７．(２)に定める時価売買価格比率および８．(５)に定める担保価格に

ついては、原則として年１回程度の頻度で、金融市場の情勢等を踏まえた

検証を行い、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。 

 

○ 別表２を削り、別表１を別表とする。 
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（附則） 

 この一部改正は、新日銀ネット第１段階開発分の稼動開始日から実施

する。 

 

 

 

別紙２．

 

「国債売買における売買対象先選定基本要領」中一部改正 

 

○ ２．（２）を横線のとおり改める。 

（２）売買対象先については、（１）の公募に応じた者の中から、次に掲げ

る要件を満たす先を選定する。 

イ、略（不変） 

ロ、当座勘定取引について日本銀行金融ネットワークシステム（以下

「日銀ネット」という。）を利用していること 

ハ、国債振替決済制度の参加者(間接参加者を除く。)であること（た

だし、ホヘ、の場合を除く。） 

ニ、国債資金同時受渡関係事務について日銀ネットを利用しているこ

と（ヘ、の場合を除く。） 

ニホ、略（不変） 

ホヘ、売買に係る決済を委託する場合においては、その売買に係る決

済を、銀行法その他の法律により業務として為替取引を行うことが

認められた国債振替決済制度の参加者（間接参加者を除く。）であ

って、国債資金同時受渡関係事務について日銀ネットを利用してい

る者であり、かつ、上記イ、、ロ、およびニホ、の要件を満たす者
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ものに委託すること 

 

（附則） 

 この一部改正は、新日銀ネット第１段階開発分の稼動開始日から実施

する。 

 

 

 

別紙３．

 

「国庫短期証券売買および国債の条件付売買における売買対象先 

選定基本要領」中一部改正 

 

○ ２．（２）を横線のとおり改める。 

（２）売買対象先については、（１）の公募に応じた者の中から、次に掲げ

る要件を満たす先を選定する。 

イ、略（不変） 

ロ、当座勘定取引について日本銀行金融ネットワークシステム（以下

「日銀ネット」という。）を利用していること 

ハ、国債振替決済制度の参加者（間接参加者を除く。）であること（た

だし、ホヘ、の場合を除く。） 

ニ、国債資金同時受渡関係事務について日銀ネットを利用しているこ

と（へ、の場合を除く。） 

ニホ、略（不変）  

ホヘ、売買に係る決済を委託する場合においては、その売買に係る決

済を、銀行法その他の法律により業務として為替取引を行うことが
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認められた国債振替決済制度の参加者（間接参加者を除く。）であ

って、国債資金同時受渡関係事務について日銀ネットを利用してい

る者であり、かつ、上記イ、、ロ、およびニホ、の要件を満たす者

ものに委託すること 

 

（附則） 

 この一部改正は、新日銀ネット第１段階開発分の稼動開始日から実施

する。 

 

 

 

別紙４．

 

「日本銀行業務方法書」中一部変更 

 

○ 第十五条第五号を横線のとおり改める。 

五 担保 

  金融市場の情勢に応じ、利付国債、割引国債、国庫短期証券又は金銭

第九条第二号に掲げる有価証券、電子記録債権又は証書貸付債権のうち

当銀行が適当と認めるものを担保として徴求し、利付国債、割引国債又

は国庫短期証券を担保として差し入れるする。 

 

（附則） 

 この業務方法書の一部変更は、新日銀ネット第１段階開発分の稼動開

始日から実施する。ただし、「「適格担保取扱基本要領」の一部改正等

に関する件」（平成 25 年 10 月 4 日付政委第 95 号）別紙１．の「適格

担保取扱基本要領」中の電子記録債権に係る一部改正を実施する日が新
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日銀ネット第１段階開発分の稼動開始日以降である場合には、「有価証

券」の次に「、電子記録債権」を加える部分は、当該電子記録債権に係

る一部改正を実施する日から実施する。 
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（４）「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」

等の一部改正に関する件（平成 26 年２月 18 日決定） 

  

「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」等

の一部改正に関する件 

 

（案 件） 

 

被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション等を活用する

ことにより、引き続き、被災地金融機関における復旧・復興に向けた資金

需要への対応を支援するとともに、被災地金融機関の資金調達余力を確保

する観点から、下記の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１．「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」

（平成２３年４月２８日付政委第３６号別紙１．）を別紙１．のとおり

一部改正すること。 

 

２．「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションにおける

貸付対象先選定基本要領」（平成２３年４月２８日付政委第３６号別紙

２．）を別紙２．のとおり一部改正すること。 

 

３．「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（平

成２３年４月２８日付政委第３６号別紙３．）を別紙３．のとおり一部

改正すること。 

 

以  上 
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別紙１．

 

「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要領」中

一部改正 

 

○ ９．を横線のとおり改める。 

９．貸付受付期間 

平成２６２７年４月３０日までとする。 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

１．この基本要領は、本日から実施し、平成２６２７年４月３０日をも

って廃止する。ただし、同日以前の日を貸付日とする貸付けの取扱い

については、なお従前の例による。 

２．略（不変）  

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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別紙２．

「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーションにおける

貸付対象先選定基本要領」中一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日から実施し、平成２６２７年４月３０日をも

って廃止する。ただし、同日以前に選定された対象先の取扱いについ

ては、なお従前の例による。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙３．

 

「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」中

一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 
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（附則） 

本措置は、平成２３年５月３１日までの別に定める日から実施し、

平成２７２８年４月３０日をもって廃止する。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 
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（５）「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の一部改正に関する件

（平成 26 年２月 18 日決定） 

  

「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の一部改正に関する件 

 

（案 件） 

 

「金融商品取引法等の一部を改正する法律」（平成２５年法律第４５号）

第１３条の規定の施行等に際し、下記の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１．「共通担保資金供給オペレーション基本要領」（平成１８年４月１１

日付政委第３１号別紙１．）を別紙１．のとおり一部改正すること。 

２．「国債の条件付売買基本要領」（平成１４年９月１８日付政委第１０

９号別紙１．）を別紙２．のとおり一部改正すること。 

３．「国庫短期証券売買基本要領」（平成１１年１０月２７日付政委第１

６３号別紙１．）を別紙３．のとおり一部改正すること。 

４．「コマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入基本要領」（平成１０

年１２月１５日付政第２５３号別紙１．）を別紙４．のとおり一部改正

すること。 

５．「国債売買基本要領」（平成１１年３月２５日付政委第４３号別紙１．）

を別紙５．のとおり一部改正すること。 

６．「手形売出基本要領」（平成１２年４月２７日付政委第６２号別紙３．）

を別紙６．のとおり一部改正すること。 

７．「補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却基本要領」（平成

１６年４月９日付政委第３７号別紙１．）を別紙７．のとおり一部改正
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すること。 

８．「コマーシャル・ペーパーおよび社債等買入基本要領」（平成２５年

４月４日付政委第４７号別紙１．）を別紙８．のとおり一部改正するこ

と。 

９．「米ドル資金供給オペレーション基本要領」（平成２２年５月１０日

付政委第３８号別紙１．）を別紙９．のとおり一部改正すること。 

１０．「カナダドル資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２

月２１日付政委第１０４号別紙１．）を別紙１０．のとおり一部改正す

ること。 

１１．「英ポンド資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２月

２１日付政委第１０４号別紙５．）を別紙１１．のとおり一部改正する

こと。 

１２．「ユーロ資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１２月２

１日付政委第１０４号別紙９．）を別紙１２．のとおり一部改正するこ

と。 

１３．「スイスフラン資金供給オペレーション基本要領」（平成２３年１

２月２１日付政委第１０４号別紙１３．）を別紙１３．のとおり一部改

正すること。 

１４．「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション基本要

領」（平成２３年４月２８日付政委第３６号別紙１．）を別紙１４．の

とおり一部改正すること。 

１５．「補完貸付制度基本要領」（平成１３年２月２８日付政委第２２号

別紙１．）を別紙１５．のとおり一部改正すること。 

１６．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資

金供給基本要領」（平成２２年６月１５日付政委第５１号別紙１．）を

別紙１６．のとおり一部改正すること。 

１７．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資
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金供給における米ドル資金供給に関する特則」（平成２４年４月１０日

付政委第３０号別紙１．）を別紙１７．のとおり一部改正すること。 

１８．「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供

給基本要領」（平成２４年１２月２０日付政委第１０７号別紙２．）を

別紙１８．のとおり一部改正すること。 

１９．「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」（平

成２３年４月２８日付政委第３６号別紙３．）を別紙１９．のとおり一

部改正すること。 

２０．「資金供給円滑化のための補完当座預金制度基本要領」（平成２０

年１０月３１日付政委第１０１号別紙１．）を別紙２０．のとおり一部

改正すること。 

 

以  上 

 

 

別紙１．

 

「共通担保資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1
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項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 
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別紙２．

 

「国債の条件付売買基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．売買対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 
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（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1項第 3号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙３．

 

「国庫短期証券売買基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．売買対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 
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次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙４．

 

「コマーシャル・ペーパー等の売戻条件付買入基本要領」中一部改正 
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○ ３．を横線のとおり改める。 

３．買入対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 
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（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙５．

 

「国債売買基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．売買対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に
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規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙６．

 

「手形売出基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．売出対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46
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年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の34第 3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 
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別紙７．

 

「補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却基本要領」中 

一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．売却対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する
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第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙８．

 

「コマーシャル・ペーパーおよび社債等買入基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．買入対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す
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る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙９．

 

「米ドル資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 
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○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の 34第 3項第 5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 
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（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１０．

 

「カナダドル資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の34第3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に
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規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１１．

 

「英ポンド資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商
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品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の34第3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 
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別紙１２．

 

「ユーロ資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4 号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の34第 3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す
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る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１３．

 

「スイスフラン資金供給オペレーション基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）および短資業者（同項第 4号に規定す

る者をいう。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。 

次の（１）から（４）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する
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承継銀行および同法第126条の34第3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1項第 3号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1項第 4 号に規定する者

をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１４．

 

「被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション 

基本要領」中一部改正 
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○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

この基本要領は、東日本大震災にかかる被災地（東日本大震災に関し

災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の適用を受けている地域（ただし、

帰宅困難者対応により適用された地域を除く。）をいう。以下同じ。）

の金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および、預金保険法（昭和

46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行および同法第 126

条の 34 第 3 項第 5 号に規定する特定承継金融機関等を除く。以下同じ。）

を対象に、適切な金融調節の実施を通じて、今後予想される復旧・復興

に向けた資金需要への初期対応を支援する観点から、被災地金融機関を

支援するための資金供給オペレーション（被災地の金融機関を対象とし

て、適格担保を担保として、日本銀行が定める限度額の範囲内で、固定

金利方式により行う、公開市場操作としての貸付けをいう。）を行うた

めに必要な基本的事項を定めるものとする。 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１５．

 

「補完貸付制度基本要領」中一部改正 
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○ ２．（１）を横線のとおり改める。 

（１）貸付先となる条件は以下のとおりとする。  

イ、金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に

規定する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険

法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2条第 13 項に規定する承継銀行を

除く。）、金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令

第 385 号）第 10 条第 1項第 2 号に規定する金融商品取引業者のう

ち、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規

定する第一種金融商品取引業を行う者をいう。）、証券金融会社

（日本銀行法施行令第10条第1項第3号に規定する証券金融会社

をいう。）または短資業者（同項第 4 号に規定する者をいう。）

であること 

次の（イ）から（ニ）までのいずれかに該当する先（ただし、整

理回収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13

項に規定する承継銀行および同法第126条の34第 3項第5号に規

定する特定承継金融機関等を除く。）であること 

（イ）金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1

項に規定する金融機関をいう。） 

（ロ）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385

号）第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のう

ち、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1

項に規定する第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（ハ）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規

定する証券金融会社をいう。） 

（ニ）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定す

る者をいう。） 
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ロ、略（不変） 

ハ、略（不変） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１６．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金 

供給基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、金融商

品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）第 10 条第 1

項第 2号に規定する金融商品取引業者のうち、金融商品取引法（昭和 23

年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する第一種金融商品取引業を行う

者をいう。）、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に

規定する証券金融会社をいう。）、短資業者（同項第 4 号に規定する者

をいう。）および株式会社日本政策投資銀行のうち、別に定めるところ
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により選定した先とする。 

次の（１）から（５）までのいずれかに該当する先（ただし、整理回

収機構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2条第 13 項に規定する

承継銀行および同法第126条の34第 3項第5号に規定する特定承継金融

機関等を除く。）のうち、別に定めるところにより選定した先とする。

（１）金融機関（日本銀行法（平成 9年法律第 89 号）第 37 条第 1項に

規定する金融機関をいう。） 

（２）金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融

商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

（３）証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定す

る証券金融会社をいう。） 

（４）短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定する者

をいう。） 

（５）株式会社日本政策投資銀行 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１７．
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「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金 

供給における米ドル資金供給に関する特則」中一部改正 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．貸付利率 

貸付利率は、基本要領６．（１）の規定にかかわらず、貸付実行後、

当初６か月間は、貸付の通知日における米ドルの６か月物ＬＩＢＯＲ（英

国銀行協会が公表する London InterBank Offered Rate をいう。以下同

じ。）を適用し、それ以降返済期日までの間は、６か月経過時における

米ドルの６か月物ＬＩＢＯＲを適用する。 

 

（附則） 

この一部改正は、本日から実施する。 

 

 

 

別紙１８．

 

「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金 

供給基本要領」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付対象先 

金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および、預金保険法（昭和
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46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行および同法第 126

条の 34 第 3 項第 5 号に規定する特定承継金融機関等を除く。）および株

式会社日本政策投資銀行のうち、別に定めるところにより選定した先と

する。 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙１９．

 

「被災地企業等債務にかかる担保の適格性判定等に関する特則」中 

一部改正 

 

○ １．を横線のとおり改める。 

１．趣旨 

東日本大震災の発生を踏まえ、今後の被災地（東日本大震災に関し災

害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の適用を受けている地域（ただし、

帰宅困難者対応により適用された地域を除く。）をいう。以下同じ。）

の金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定

する金融機関をいう。ただし、整理回収機構および、預金保険法（昭和

46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行および同法第 126

条の 34 第 3 項第 5 号に規定する特定承継金融機関等を除く。以下同じ。）

の資金調達余力を確保する観点から、被災地の金融機関が差入れる担保

のうち、被災地に事業所等を有する企業等の債務にかかる担保の適格性
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判定等については、「適格担保取扱基本要領」（平成 12 年 10 月 13 日付

政委第 138 号別紙１．）および「企業の信用判定基本要領」（平成 12

年 10 月 13 日付政委第 138 号別紙２．）によるほか、この特則に定める

とおりとする。 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 

 

 

 

別紙２０．

 

「資金供給円滑化のための補完当座預金制度基本要領」中一部改正 

 

○ ２．を横線のとおり改める。 

２．対象先 

以下のいずれかの条件を満たす者のうち、対象先とすることが適当で

ないと認められる特段の事情がない先とする。 

（１） 略（不変） 

（２）指定金融機関でない当座勘定取引の相手方のうち、金融機関（日

本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1 項に規定する金融

機関をいう。ただし、整理回収機構および預金保険法（昭和 46

年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定する承継銀行を除く。）、

金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9年政令第 385 号）

第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のうち、金融
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商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1 項に規定する

第一種金融商品取引業を行う者をいう。）、証券金融会社（日本

銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規定する証券金融会社をい

う。）または短資業者（同項第 4 号に規定する者をいう。）次の

イ、からニ、までのいずれかに該当する先（ただし、整理回収機

構、預金保険法（昭和 46 年法律第 34 号）第 2 条第 13 項に規定

する承継銀行および同法第 126 条の 34 第 3 項第 5 号に規定する

特定承継金融機関等を除く。）であること。 

イ、金融機関（日本銀行法（平成 9 年法律第 89 号）第 37 条第 1

項に規定する金融機関をいう。） 

ロ、金融商品取引業者（日本銀行法施行令（平成 9 年政令第 385

号）第 10 条第 1 項第 2 号に規定する金融商品取引業者のう

ち、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第 28 条第 1

項に規定する第一種金融商品取引業を行う者をいう。） 

ハ、証券金融会社（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 3 号に規

定する証券金融会社をいう。） 

ニ、短資業者（日本銀行法施行令第 10 条第 1 項第 4 号に規定す

る者をいう。） 

 

（附則） 

この一部改正は、金融商品取引法等の一部を改正する法律第 13 条の規

定の施行の日から実施する。 
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（６）「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する件（平成 26 年３

月 11 日決定） 

  

「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する件 

 

（案 件） 

 

わが国経済の成長基盤強化に向けた民間金融機関の取り組みに対する支

援を拡充するとともに、民間金融機関の一段と積極的な行動と企業や家計

の前向きな資金需要の増加を促す観点から、下記の諸措置を講ずること。 

 

記 

 

１．「貸出支援基金運営基本要領」（平成２４年１２月２０日付政委第１

０７号別紙１．）を別紙１．のとおり一部改正すること。 

２．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金

供給基本要領」（平成２２年６月１５日付政委第５１号別紙１．）を別

紙２．のとおり一部改正すること。 

３．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金

供給における貸付対象先選定基本要領」（平成２２年６月１５日付政委

第５１号別紙２．）を別紙３．のとおり一部改正すること。 

４．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金

供給における出資等に関する特則」（平成２３年６月１４日付政委第４

８号別紙．）を別紙４．のとおり一部改正すること。 

５．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金

供給における小口投融資に関する特則」（平成２４年３月１３日付政委

第１８号別紙１．）を別紙５．のとおり一部改正すること。 

６．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金
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供給における米ドル資金供給に関する特則」（平成２４年４月１０日付

政委第３０号別紙１．）を別紙６．のとおり一部改正すること。 

７．「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給

基本要領」（平成２４年１２月２０日付政委第１０７号別紙２．）を別

紙７．のとおり一部改正すること。 

８．「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給

における貸付対象先選定基本要領」（平成２４年１２月２０日付政委第

１０７号別紙３．）を別紙８．のとおり一部改正すること。 

９．「「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の特則に関する件」

（平成２２年１０月５日付政委第８５号）を別紙９．のとおり一部改正

すること。 

１０．「日本銀行業務方法書」（平成１０年３月２４日付政第２９号別紙

３）を別紙１０．のとおり一部変更すること。 

１１．「日本銀行業務方法書中一部変更」（平成２４年１２月２０日付政

委第１０７号別紙１０．）を別紙１１．のとおり一部変更すること。 

１２．「日本銀行組織規程中一部変更」（平成２２年６月１５日付政委第

５１号別紙４．）を別紙１２．のとおり一部変更すること。 

１３．「日本銀行組織規程中一部変更」（平成２４年１２月２０日付政委

第１０７号別紙１１．）を別紙１３．のとおり一部変更すること。 

 

以  上 

 

 

別紙１．

 

183



 

「貸出支援基金運営基本要領」中一部改正 

 

○ ３．（１）を横線のとおり改める。 

（１）成長基盤強化支援資金供給の貸付残高の上限は次のとおりとする。

イ、２．（２）の特則によらないもの   ３．５７兆円 

ロ、 

∫   略（不変） 

ニ、 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもっ

て廃止する。 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２６年３月末までの総裁が別に定める日から実施

する。 

 

 

 

別紙２．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金 

供給基本要領」中一部改正 
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○ ５．を横線のとおり改める。 

５．貸付期間 

４年以内の期間とする。ただし、７．（２）に定める借り換えについ

ては、特に必要と認められることから１年以内の期間とする。 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．貸付利率および利息の徴収 

（１） 貸付利率は、貸付実行日における誘導目標金利（本行が金融市

場調節方針において誘導目標として定める無担保コールレート

（オーバーナイト物）の水準をいう。）とする次のイ、およびロ、

に定める利率とする。 

イ、 年０．１％とする。 

ロ、 ７．（２）に定める借り換えにかかる貸付利率については、

イ、の規定にかかわらず、当初貸付けの実行日における貸付利

率の定めによって決定される利率とする。ただし、当分の間は

年０．１％とする。 

 （２） 利息の徴収は、（１）の定めにより決定された貸付利率によ

って、貸付実行日の翌日から返済期日まで貸付期間中の別に定め

る期間の日数に応じて、当該期間毎に後取りの方法により行う。

 

○ ７．を横線のとおり改める。 

７．貸付実行日および借り換え  
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（１） 貸付実行日は、別に定める日とする。ただし、平成２６２７年

６７月３０１日以降、（２）に定める借り換えを除く貸付実行は

行わない。 

（２） 貸付先が希望する場合には、９．に定める貸付限度額の範囲内

で満期日における借り換えを認める。ただし、借り換えの回数の

上限は、３回当初貸付期間およびすべての借り換えにかかる貸付

期間を通算して４年を超えないものとする。 

○ ９．を横線のとおり改める。 

９．貸付限度額等  

（１）貸付先毎の貸付額の上限 

貸付先毎の貸付額の上限は、１，５００億円１兆円とする。 

（２） 貸付実行日毎の貸付総額の上限は、借り換えにかかるものを除

き、１兆円とする。 

（３２）貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額 

貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、各貸付先から提示を受け

た１１．１２．に定める成長基盤強化に向けた取り組み方針に基づい

て貸付先が行う期間１年以上の融資または投資についての、別に定め

る一定期間の新規実行額相当額とする。ただし、貸付先が借り換えを

希望する場合には、当初貸付実行時の貸付限度額算出の根拠となった

融資または投資の残高のうち１年以上の残存期間を有するものの金

額と、当初貸付金額借り換えの対象となる貸付けの金額を比較して、

いずれか小さい方の金額の範囲内でこれに応じる相当額とする。 
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○ １２．を１３．とし、１１．を横線のとおり改める。 

１１．１２．成長基盤強化に向けた取り組み方針  

成長基盤強化に向けた取り組み方針は、貸付対象先が策定した融資ま

たは投資の取り組み方針であって、別紙１または別紙２に定める要件を

満たすものと本行が認めるものとする。 

 

○ １０．を横線のとおり改める。 

１０．１１．貸付受付期限 

９．（３２）に定める貸付限度額算出の根拠となる一定期間は、平成

２６２７年３月３１日以前に限る。 

○ ９．の次に次の１０．を加える。 

１０．期日前返済 

（１） 平成２６年４月１日以降に新規に実行する貸付けについて、貸

付先が希望する場合には、貸付実行日から１年単位で別に定める

日において、当該貸付先から貸付金額の一部または全部の期日前

返済を受ける。 

（２） 平成２６年４月１日以降に新規に実行する貸付けについて、別

に定める時点において、次のイ、がロ、を下回る場合には、別に

定めるところにより、貸付先に当該下回る金額相当額を期日前返

済させる。 

イ、 当初貸付実行時の貸付限度額算出の根拠となった融資また
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は投資の残高のうち１年以上の残存期間を有するものの金額 

ロ、 当該貸付けの残高 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもっ

て廃止する。 

 

○ 別紙を別紙１とし、別紙１の次に次の別紙２を加える。 

（別紙２）

 

わが国経済の成長基盤強化に向けた取り組み方針の要件 

（外国法人のうち、国内居住者の連結対象子会社等への投融資） 

 

１． 次の（１）または（２）に該当する取り組み方針であること。 

（１） 資金が国内において使用される投融資にかかる取り組み方針につ

いては、資金使途が別紙１の１．の①から⑱までに該当するなどわ

が国経済の成長基盤強化に資する期間１年以上の融資または投資を

行うものであること。 

（２） 資金が国外において使用される投融資にかかる取り組み方針につ

いては、以下の効果が認められるなどわが国経済の成長基盤強化に

資する期間１年以上の融資または投資を行うものであること。 

① 国内における生産・サービス活動、設備投資または雇用の増加に

資することが見込まれるもの 

② 国内における企画・研究開発機能の強化、新規事業の立ち上げ、
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業務継続態勢の強化等を伴う国際的分業態勢の構築に資することが

見込まれるもの 

③ 国内において使用する原材料の安定調達に資することが見込まれ

るもの 

２． 融資先および当該投資資金を用いて事業を行う者が、外国法人のうち、

国内居住者の連結対象子会社その他の実質的な支配力等に照らして国内

居住者と密接な関係を有すると認められる者であること。 

 

３． 本行が本資金供給の趣旨等に鑑み不適当と認める特段の事情がない

こと。 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２６年３月末までの総裁が別に定める日から実施

する。ただし、改正後の基本要領に定めのある事項を除き、同日以前の日

を貸付実行日とする貸付けの取扱いについては、なお従前の例による。 

 

 

 

別紙３．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための 

資金供給における貸付対象先選定基本要領」中一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成３０３１年６月３０日をもっ
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て廃止する。 

 

（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙２．の一部改正の実

施日から実施する。 

 

 

 

別紙４．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金 

供給における出資等に関する特則」中一部改正 

 

○ ２．を横線のとおり改める。 

２．借り換えにかかる貸付期間 

基本要領５．ただし書きの規定にかかわらず、特に必要と認められる

ことから２年以内の期間とする。 

 

○ ３．を削る。 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 
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４．３．貸付金額 

貸付金額は、貸付先の希望する額とする。ただし、その金額は、基本

要領８．の規定にかかわらず、５４．に定める貸付限度額および当該貸

付先が差入れている共通担保の担保余裕額相当額を超えることはでき

ない。 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．４．貸付限度額等 

（１） 略（不変） 

（２） 基本要領９．（２）に定める貸付実行日毎の貸付総額の算定に

あたって、本特則に基づく貸付実行額は対象に含めない。 

（３２） 貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、基本要領９．（３

２）の規定にかかわらず、別に定める時点における、次のイ.か

らロ.およびハ.を控除した金額相当額とする。ただし、貸付先が

借り換えを希望する場合には、当該金額と当初貸付金額借り換え

の対象となる貸付けの金額とを比較して、いずれか小さい方の金

額の範囲内でこれに応じる相当額とする。 

イ. 当該貸付先が、基本要領１１．７．に定める成長基盤強化

に向けた取り組み方針に基づいて、平成２２年４月１日以降

に実施した出資等および動産・債権担保融資等の残高 

ロ. イ.の残高のうち、次の各号に掲げるものの残高 

（イ） 基本要領９．（３２）に定める貸付限度額算出の根

拠となっているもの 

（ロ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支
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援するための資金供給における小口投融資に関する

特則」（平成２４年３月１３日付政委第１８号別紙

１．）３．（３２）に定める貸付限度額算出の根拠と

なっているもの 

（ハ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支

援するための資金供給における米ドル資金供給に関

する特則」（平成２４年４月１０日付政委第３０号別

紙１．）６．（３）７．（２）に定める貸付限度額算

出の根拠となっているもの 

ハ. 略（不変） 

 

○ ４．の次に次の５．を加える。 

５．期日前返済 

基本要領１０．（２）の規定にかかわらず 、本特則に基づく貸付け

について、 別に定める時点における、 ４.（２）イ．から同ロ．を控

除した金額が同ハ．の金額を下回る場合には、別に定めるところにより、

貸付先に当該下回る金額相当額を期日前返済させる。 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．貸付受付期限 

５．（３）４．（２）に定める貸付限度額算出の根拠となる時点は、

３．基本要領７．（２）に定める借り換えにかかるものを除き、平成２

６２７年３月３１日以前に限る。 
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○ ７．を横線のとおり改める。 

７．成長基盤強化に向けた取り組み方針  

成長基盤強化に向けた取り組み方針は、基本要領１２．の規定にかか

わらず、貸付対象先が策定した出資等または動産・債権担保融資等の取

り組み方針であって、基本要領別紙１に定める要件を満たすものと本行

が認めるものとする。この場合において、基本要領別紙１の１．におい

て「期間 1 年以上の融資または投資」とあるのは、「出資等または動産・

債権担保融資等」と読み替える。 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

本措置は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもって廃止

する。 

 

（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙２．の一部改正の実

施日から実施する。ただし、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正

等に関する件」による改正後の基本要領および本特則に定めのある事項を

除き、同日以前の日を貸付実行日とする貸付けの取扱いについては、なお

従前の例による。 
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別紙５．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための 

資金供給における小口投融資に関する特則」中一部改正 

 

○ ３．を横線のとおり改める。 

３．貸付限度額等 

（１） 略（不変） 

（２） 基本要領９．（２）に定める貸付実行日毎の貸付総額の算定に

あたって、本特則に基づく貸付実行額は対象に含めない。 

（３２） 貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、基本要領９．（３

２）の規定にかかわらず、別に定める時点における、次のイ.か

らロ.およびハ.を控除した金額相当額とする。ただし、貸付先が

借り換えを希望する場合には、当該金額と当初貸付金額借り換え

の対象となる貸付けの金額とを比較して、いずれか小さい方の金

額の範囲内でこれに応じる相当額とする。 

イ. 当該貸付先が、基本要領１１．１２．に定める成長基盤強

化に向けた取り組み方針に基づいて、平成２２年４月１日以

降に実施した期間１年以上の小口投融資の残高 

ロ. イ.の残高のうち、次の各号に掲げるものの残高 

（イ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援する

ための資金供給における出資等に関する特則」（平成２３

年６月１４日付政委第４８号別紙．）５．（３）４．（２）
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に定める貸付限度額算出の根拠となっているもの 

（ロ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援する

ための資金供給における米ドル資金供給に関する特則」（平

成２４年４月１０日付政委第３０号別紙１．）６．（３）

７．（２）に定める貸付限度額算出の根拠となっているも

の 

ハ. 略（不変） 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．６．成長基盤強化に向けた取り組み方針 

基本要領別紙１の１．および別紙２の１．において「期間１年以上の

融資または投資」とあるのは、「期間１年以上の小口投融資」と読み替

える。 

 

○ ４．を横線のとおり改める。 

４．５．貸付受付期限 

３．（３２）に定める貸付限度額算出の根拠となる時点は、借り換え

にかかるものを除き、平成２６２７年３月３１日以前に限る。 

 

○ ３．の次に次の４．を加える。 

４．期日前返済 

基本要領１０．（２）の規定にかかわらず 、本特則に基づく貸付け
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について、 別に定める時点における、３.（２）イ．から同ロ．を控除

した金額が同ハ．の金額を下回る場合には、別に定めるところにより、

貸付先に当該下回る金額相当額を期日前返済させる。 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

本措置は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもって廃止

する。 

 

（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙２．の一部改正の実

施日から実施する。ただし、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正

等に関する件」による改正後の基本要領および本特則に定めのある事項を

除き、同日以前の日を貸付実行日とする貸付けの取扱いについては、なお

従前の例による。 

 

 

 

別紙６．

 

「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資金 

供給における米ドル資金供給に関する特則」中一部改正 

 

○ ９．を１１．とし、８．を横線のとおり改める。 

196



 

８．１０．わが国経済の成長基盤強化に向けた取り組み方針 

わが国経済の成長基盤強化に向けた取り組み方針は、基本要領１１．１

２．の規定にかかわらず、貸付対象先が策定した外貨建て投融資の取り組

み方針であって、別紙に定める要件を満たすものと本行が認めるものとす

る。 

 

○ ７．を横線のとおり改める。 

７．９．貸付受付期限 

６．（３）７．（２）に定める貸付限度額算出の根拠となる時点は、借

り換えにかかるものを除き、平成２６２７年３月３１日以前に限る。 

 

○ ６．を横線のとおり改める。 

６．７．貸付限度額等 

（１） 略（不変） 

（２） 基本要領９．（２）に定める貸付実行日毎の貸付総額の算定にあ

たって、本特則に基づく貸付実行額は対象に含めない。  

（３２） 貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、基本要領９．（３２）

の規定にかかわらず、別に定める時点における、次のイ.からロ.およ

びハ.を控除した金額相当額とする。ただし、貸付先が借り換えを希望

する場合には、当該金額と当初貸付金額借り換えの対象となる貸付の

金額とを比較して、いずれか小さい方の金額の範囲内でこれに応じる

相当額とする。  

イ. 当該貸付先が、８．１０．に定めるわが国経済の成長基盤強化

に向けた取り組み方針に基づいて、平成２４年４月１日以降に実
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施した期間１年以上の外貨建て投融資の残高  

ロ. イ.の残高のうち、次の各号に掲げるものの残高  

（イ） 基本要領９．（３２）に定める貸付限度額算出の根拠とな

っているもの  

（ロ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援する

ための資金供給における出資等に関する特則」（平成２３

年６月１４日付政委第４８号別紙．）５．（３）４．（２）

に定める貸付限度額算出の根拠となっているもの  

（ハ） 「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援する

ための資金供給における小口投融資に関する特則」（平成

２４年３月１３日付政委第１８号別紙１．）３．（３２）

に定める貸付限度額算出の根拠となっているもの  

 ハ. 略（不変） 

 

○ ７．の次に次の８．を加える。 

８．期日前返済 

基本要領１０．の規定にかかわらず、本特則に基づく貸付について、 

別に定める時点における、７.（２）イ．から同ロ．を控除した金額が

同ハ．の金額を下回る場合には、別に定めるところにより、貸付先に当

該下回る金額相当額を期日前返済させる。 

 

○ ５．を横線のとおり改める。 

５．６．貸付金額 
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貸付金額は、貸付先の希望する額とする。ただし、その金額は、基本

要領８．の規定にかかわらず、６．７．に定める貸付限度額および当該

貸付先が差入れている共通担保の担保余裕額相当額を超えることはで

きない。 

 

○ ４．を５．とし、３．の次に次の４．を加える。 

４．貸付期間 

基本要領５．の規定にかかわらず、１年以内の期間とする。 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

本措置は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもって廃止

する。 

 

○ 別紙中、２．を横線のとおり改める。 

２． 資金が国内において使用される外貨建て投融資にかかる取り組み方

針については、資金使途が基本要領別紙１の１．の①から⑱までに該

当するなどわが国経済の成長基盤強化に資する外貨建て投融資を行う

ためのものであること。 

 

（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙２．の一部改正の実

施日から実施する。 
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別紙７．

 

「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給

基本要領」中一部改正 

 

○ ５．を次のとおり改める（全面改正）。 

５．平成２６年３月３１日以前に実行した貸付けにかかる借り換えの取扱

い 

（１）借り換え 

貸付先が希望する場合には、（５）に定める貸付限度額の範囲内

で満期日における借り換えを認める。 

（２）借り換えにかかる貸付期間 

１年単位で、 貸付先の希望する期間とする。ただし、当初貸付

期間およびすべての借り換えにかかる貸付期間を通算して４年を

超えないものとする。 

（３）借り換えにかかる貸付利率 

当初貸付けの通知日における貸付利率の定めによって決定され

る利率とする。ただし、当分の間は年０.１％とする。 

（４）借り換えにかかる貸付金額 

貸付先の希望する額とする。ただし、その金額は、（５）に定め

る貸付限度額および当該貸付先が差入れている共通担保の担保余

裕額相当額を超えることはできない。 
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（５）貸付限度額 

貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、次のイ、からロ、を控

除した金額と借り換えの対象となる貸付けの金額とを比較して、

いずれか小さい方の金額相当額とする。 

イ、当該貸付先による平成２４年１０月から１２月までの四半期

における貸出（政府に対する貸出、地方自治体に対する貸出な

らびに金融機関等および預金保険機構その他の別に定める公

的法人に対する貸出を除く。以下同じ。）の月末残高平均額（四

半期に属する各月末における残高の平均額をいう。以下同じ。）

に対する、貸付毎に別に定める四半期における貸出の月末残高

平均額の増加額 

ロ、当該貸付先に対するこの基本要領に基づく貸付け（６．に定

める貸付けを除く。）の残高 

 

○ ６．を次のとおり改める（全面改正）。 

６．平成２６年４月１日以降に新規に実行する貸付けの取扱い 

（１）貸付期間 

４年以内の期間とする。 

（２）貸付利率 

年０．１％とする。 

（３）貸付実行日 

平成２７年６月３０日までの別に定める日とする。 
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（４）貸付金額 

貸付先の希望する額とする。ただし、その金額は、（５）に定め

る貸付限度額および当該貸付先が差入れている共通担保の担保余

裕額相当額を超えることはできない。 

（５）貸付限度額 

貸付実行日毎の貸付先毎の貸付限度額は、次のイ、からロ、を控

除した金額の２倍の金額相当額とする。 

イ、 当該貸付先による貸付毎に別に定める四半期における貸出

の月末残高平均額 

ロ、 平成２４年１０月から１２月までの四半期から、イ、にお

いて別に定める四半期の直前の四半期までの各四半期におけ

る、当該貸付先による貸出の月末残高平均額のうち、最大の額

（６）期日前返済 

貸付先が希望する場合には、貸付実行日から１年単位で別に定め

る日において、当該貸付先から貸付金額の一部または全部の期日

前返済を受ける。 

 

○ ７．を次のとおり改める（全面改正）。 

７．利息の徴収 

利息の徴収は、貸付期間中の別に定める期間の日数に応じて、当該期

間毎に後取りの方法により行う。 
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○ ８．および９．を削り、１０．を８．とする。 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日から実施し、平成３０３１年６月３０日をもっ

て廃止する。 

 

（附則） 

この一部改正は、平成２６年４月末までの総裁が別に定める日から実施

する。ただし、改正後の基本要領に定めのある事項を除き、同日以前の日

を貸付実行日とする貸付けの取扱いについては、なお従前の例による。 

 

 

 

別紙８．

 

「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供給 

における貸付対象先選定基本要領」中一部改正 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この基本要領は、本日より実施し、平成３０３１年６月３０日をもっ

て廃止する。 
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（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙７．の一部改正の実

施日から実施する。 

 

 

 

別紙９．

 

「「共通担保資金供給オペレーション基本要領」等の特則に関する件」 

中一部改正 

 

○ 本文を横線のとおり改める。 

当分の間、下記１．ないし４．および２．の利率については、それぞれ

の規定にかかわらず、年０．１％とすること。 

              記 

１． 略（不変） 

２．「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための資

金供給基本要領」（平成２２年６月１５日付政委第５１号別紙１．）

６．（１）に定める貸付利率  

３．「貸出支援基金の運営として行う貸出増加を支援するための資金供

給基本要領」（平成２４年１２月２０日付政委第１０７号別紙２．）

６．（１）に定める貸付利率  

４．２． 略（不変） 
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（附則） 

この一部改正は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関す

る件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙２．の一部改正の実

施日から実施する。ただし、この一部改正による廃止前の記書き３．の規

定は、この一部改正の実施後も、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部

改正等に関する件」別紙７．の一部改正の実施日までの間は、なおその効

力を有する。 

 

 

 

別紙１０．

 

「日本銀行業務方法書」中一部変更 

 

○ 第五十五条第三項を横線のとおり改める。 

３ 第一項に規定する成長基盤強化を支援するための貸付けの残高の上限は、

貸付けの種類に応じて、次に掲げるとおりとする。 

一 前項に規定する特則によらない貸付け 三兆五千億七兆円 

二  

∫   略（不変） 

四  

 

○ 第五十六条を横線のとおり改める。 

（貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するための貸付け） 

第五十六条 当銀行は、貸出支援基金において、第六条第一項第二号に規定

する業務として、次の各号に定めるところにより、手形、国債その他の
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有価証券又は電子記録債権を担保とする成長基盤強化を支援するための

貸付けを行う。 

一 略（不変） 

二 略（不変） 

三 貸付期間等 

イ 貸付期間は、特に必要と認められることから一四年以内とする。

ただし、前条第二項第一三号に規定する特則による貸付けの貸付期

間は、特に必要と認められることから二一年以内とする。  

ロ 貸付けの相手方が希望する場合において、当銀行が適当と認める

ときは、借換えを認めることとし、借換えの回数の上限は、三回と

する。ただし、前条第二項第一号に規定する特則による貸付けの借

換えの回数の上限は、一回とする。ただし、当初貸付期間及び借換

えにかかる貸付期間を通算して四年以内とする。 

 四 略（不変） 

五 利息の徴収 

貸付けを行う場合は、前号の規定により定める貸付利率によって、

貸付けの日の翌日から返済期日まで貸付期間中の別に定める期間の日

数に応じて、当該期間毎に後取りの方法によって、利息を徴収する。 

 

○ 第五十七条第三号を横線のとおり改める。 

三 貸付期間等  

イ 貸付期間は、特に必要と認められることから三四年以内とする。 

ロ 略（不変） 
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（附則） 

この業務方法書の一部変更は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改

正等に関する件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙１．の一

部改正の実施日から実施する。ただし、第五十七条第三号に係る一部変更に

ついては、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する件」別紙

７．の一部改正の実施日から実施する。 

 

 

 

別紙１１．

 

「日本銀行業務方法書中一部変更」中一部変更 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この業務方法書の一部変更は、平成二十四年十二月二十日から実施し、

平成三十三十一年六月三十日限りその効力を失うものとする。 

 

（附則） 

この一部変更は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する

件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙７．の一部改正の実施

日から実施する。 
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別紙１２．

 

「日本銀行組織規程中一部変更」中一部変更 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

この組織規程の一部変更は、平成２２年６月１５日から実施し、平成

３０３１年６月３０日限りその効力を失うものとする。 

 

（附則） 

この一部変更は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する

件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙１．の一部改正の実施

日から実施する。 

 

 

 

別紙１３．

 

「日本銀行組織規程中一部変更」中一部変更 

 

○ 附則を横線のとおり改める。 

（附則） 

208



 

この組織規程の一部変更は、平成２４年１２月２０日から実施し、平

成３０３１年６月３０日限りその効力を失うものとする。 

 

（附則） 

この一部変更は、「「貸出支援基金運営基本要領」の一部改正等に関する

件」（平成２６年３月１１日付政委第１６号）別紙７．の一部改正の実施

日から実施する。 
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